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はじめに 

 

 大阪ボランティア協会（以下、協会）が誕生して 50 年。この半世紀を通じて、協会は何を

なしてきたのか？ その過程でどのような工夫を進め、どんな課題に直面し、どうその課題

を乗り越えてきたのか。 

 この問いに答えるには、『大阪ボランティア協会 40 年史～市民としてのスタイル』で取り

組んだように、座談会などを通して関係者による生の証言を集める方法がある。事業推進も

組織運営も人が進めるわけだし、協会のようなボランタリーな組織の場合、担い手の「思い」

をふまえなければ、その内実は分からない。実際、『40 年史』での証言から、協会に関わった

人々が繰り広げたさまざまな人間ドラマをうかがうことができた。 

 もっとも、この方法は『40 年史』で挑戦しており、それからまだ 10 年しか経っていない

『50 年史』で同様の手法を使っても重複が多くなる。そこで今回は、できるだけ“客観的”

に状況を俯瞰することに挑戦しようと、協会が発行してきた『事業報告書』に記載されてい

るデータを集約し、そこから「大阪ボランティア協会の 50 年」を探ることとした。幸い協会

の事業報告書は、事業の実績がかなり詳しく掲載されており、実績を数字で報告した記述も

豊富だ。 

 そこで、分析作業に着手してから半年。企画時点では 50 年分の事業報告書の集約作業の膨

大さに思いが及ばず、全報告書の基礎データを入力するだけで 5 か月近くを要してしまった。

このため分析作業にかける時間が十分に取れなかったが、以下「数字」を通して、協会の歩

んできた 50 年を探ってみたい。 

 なお、その分析は「1.教育事業」「2.ボランティアコーディネーション事業」「3.活動援助事

業（NPO 推進センターを含む）」「4.情報発信・研究出版事業」「5.企業市民活動推進センター」

「6.組織運営」「7.財政運営」の 7 章構成で分析した。ただし、協会が一貫して重視してきた

市民活動に関わる論説、すなわち「月刊ボランティア」「ウォロ(volo)」の「Ｖ時評」の内容分

析については、着手はしたものの時間的な制約から断念せざるを得なかった。今後、機会が

あれば、再度、挑戦したい。 

 

 また、それぞれの事業群ごとに、事業に関わった方々から、当時の創意工夫や苦労話、気

づきや思い出などを寄せていただいた。 

 協会は実に数多くの人々によって形作られてきたわけだが、紙数の都合上、ほんの一部の

方のメッセージにとどまり、かつ短いメッセージしか掲載できなかったことをお詫びしたい。 
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1．「人づくり」で市民社会づくり ～教育・研修事業の５０年 

 

 

 協会（創設時点では「ボランティア協会・大阪ビューロー」）の最初の事業は「ボランティ

アスクール」の開講だった。1965 年 11 月 7 日に、今は取り壊されてしまった日本生命中之

島研修所1で創立理事会と創立総会が開かれた 11 日後。11 月 18 日に「第 1 期ボランティア

スクール」を開講している。ちなみに会場は、協会の顧問に就任した早川徳次氏（シャープ

創業者）の寄附で 3 年前に建てられたばかりの早川福祉会館だった。 

 以後、「人づくり」は協会の重要な事業の柱と位置付けられ、実に数多くの教育・研修事業

に取り組んできた。その形態も、講義やワークショップをまじえた講座、フィールドビジッ

ト、ワークキャンプなど現場での体験研修、研究集会、緊急学習会など、多様で、後述するよ

うに対象や内容も多岐にわたる。協会創設から 2015 年 3 月末までに開催された教育事業は

228講座に上った（途中で講座名の変更があっても、ほぼ対象者が同じで事業の担い手も同じ

場合、同一事業としてカウントした）。 

 また、何期も講座が続く事業も多く、それらの開催回数を合計した講座の総開催数は 1,252

回に達した（収益事業も兼ねて実施され、協会の本来事業から少し遠い保母講座とホームヘ

ルパー認定講座の開講数のべ 38 回を加えると、1,290 回になった）。 

 この 50 年間で講座開催日は 4,937 日(保母講座などの開講日 741 日も含めると 5,678 日)。

今回集計した 1965 年 11 月 7 日から 2015 年 3 月 31 日までの日数は 18,042 日になるので、

平均すると 1 週間のうち 2 日以上は何らかの教育事業に取り組んできたことになる。 

 また、これらの講座の総受講者数は 58,858人(講座開催日ごとの参加者を足す“のべ”の数で

はなく、受講者の実数。なお保母講座などの受講者 4,462 人も含めると 63,320 人)に達する。

実に数多くの人々の学びの営みをお手伝いしてきたことになる。 

 なお、これとは別に 1989 年度からは職員などによる外部講座への出講を協会の事業とし

て位置づけることにしたが、この講師派遣事業で出向いた講師数は 1989 年度から 2014 年度

までの 26 年間で 7,045 人日に達している。さらに、これに非常勤講師としての出講数 1,975

人日を加えると 9,020 人日にもなる。 

 また、この出講時の受講者数は 1997 年度からカウントしているが、この年から 2014 年度

までの 18 年間で 45 万 9,328 人にものぼる。協会を介して、きわめて多くの人々に、市民活

動の考え方や視点、ノウハウ・技術などを伝えてきたことになる。

                                                   
1 この場所は 1994 年 10 月に第 1 回の全国ボランティアコーディネーター研究集会（JVCC）が開か

れたところでもある。 
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（１）講座は、どのように開かれてきたのか 

 では、どのような講座が開講されてきたのだろうか。228 もの講座が開かれてきたが、こ

れを、その内容で分類すると 7 ページの図 1-1 のような状況になる（講座の総開催数 1,252

の内訳）。 

 このうち『夜間週末』とは主に学生や社会人を対象に平日の夜間か週末に開催されるもの。

「初級ボランティアスクール」は、その最初の講座だが、「ボランティア悪魔祓い講座」や「市

民プロデューサー養成講座」などの連続講座から、単発のもの、フィールドビジットなど、

実に多様な講座が開かれてきた。 

 『平日昼間』は「婦人コース」（後に「婦人のためのボランティアスクール」「婦人スクー

ル」と名称を変更）などの家庭の主婦を対象に始まったが、「ボランティアのための人間関係

講座」などのように退職者層の参加があった講座も含まれる。 

 『技術系』は、点訳や手話、ゲームソング、語り（ストーリーテリング）の進め方やパソコ

ン操作法などを学ぶもの。近年、開講されているファシリテーションやアサーティブもこの

中でカウントした。 

 『青少年体験研修』は高校生ワークキャンプやサマーボランティア計画（夏休みを利用し

た短期ボランティア体験プログラム）、青少年ボランティア大会「バリバリ元気天国」（「探検」

と称するフィールドビジットと全体集会を組み合わせたプログラム）など、主に青少年を対

象に実施されてきた講座群だ。長く取り組まれた講座が多く、講座開催数も多くなった。 

 『NPO 関係』は 1990 年代前半から始まる NPO 関係者対象の講座。組織経営の基本や経

理や税務、労務、ファンドレイジングなどの実務講座、コミュニティ・ビジネスに関する解

説講座などに加え、法制度や税制度改正に関わる緊急学習会なども含まれる。 

 『マスターズ層』は 2000 年代に取り組んだシニア層に向けた講座。「マスターズ・ボラン

ティア」という造語をつくり、退職後の人生を市民活動で活かすための講座を開いた。講座

開催と並行して研究会や白書の発行なども行った。 

 『災害系』は東日本大震災の後に始まった各種の講座。阪神・淡路大震災時は災害ボラン

ティアセンターを自ら立ち上げたことから現地でのコーディネーションが中心で教育事業に

まで手が及ばなかったが、東日本大震災以降の災害時は、ボランティアに現地の活動先を紹

介する立場となったことから、経験を共有する講座開催にも熱心に取り組んだ。 

 『Co（コーディネーター）等専門職』とは、ボランティアコーディネーターや福祉教育に

取り組む教員、支援センターのスタッフなどの専門職向けの講座。ボランティアコーディネ

ーター講座や福祉教育指導者セミナーなどが含まれる。 

 そして『企業担当者』とは、フィランソロピー・CSR リンクアップフォーラムなど企業の

社会貢献活動や CSR 担当者向けの活動だ。 

次ページから 2 ページにわたって 50 年間に開催された教育事業の全リストを紹介する。
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５０年間に開催された教育・研修事業一覧 

【夜間週末】 ＜入門系＞初級(ボランティア)スクール、ボランティア入門講座、ボランティアカレッ
ジ基礎講座、初心者セミナー、はじめてのボランティア説明会、ボランティア悪魔祓い講座、ボランティ
アことはじめ講座、はじめてのボランティア・市民活動応援講座、やりたい活動を探すためのボランティ
アセミナー、ボラスタ学習会 ＜リーダー育成＞ボランティアリーダートレーニングキャンプ、上級コー
ス、大阪ボランティア研究集会、市民福祉大学、ボランティアグループセミナー、ボランティアのための
フレッシュアップ講座、ボランティアセミナー、パートナー登録団体交流会、市民プロデューサー養成
講座、CAP JAM、市民プロデューサー塾 ＜社会課題・トピック＞定期総会記念講演会、フリースク
ール“いのちとくらし”(夜の部)、移動教室“いのちとくらし”、市民と政治を考える「おしゃべりアゴラ」、市
民活動サロン「遊学亭」、体験！ フィールドワーク市民塾、市民セクターの次の 10 年を考える研究会、
多文化連続学習会、多文化カフェ、在住外国人×LIFE を考える、多文化子育てガイドブック「日本語
で伝えるコツ」ワークショップ、私たちと精神薄弱セミナー(精薄ボランティアのためのセミナー)、在宅障
害児のためのボランティア養成コース、環境ボランティア講座、SAVE JAPANプロジェクト in大阪 ＜
単年度学習会＞連続学習会「今、アジアの子どもたちは」、ボランティア国際年記念フォーラム「市民
としてのスタイル」、ボランティア・市民活動ライブラリー開設記念講演会、NPO などの商標登録につ
いて学ぶ学習会、緊急学習会「ホワイトバンド現象」から学ぶ～市民活動とメディアの関わり方を考え
る、ウォロ創刊４０周年記念シンポジウム、「自願奉仕活動基本法」から見る韓国・市民活動の現在、連
続学習会“シリーズ・社会保障を考える”「ほんとうに自立支援？ 一緒に考えてみませんか」、仕事・し
ごと・志事？ もうひとつの働き方発見セミナー、ボランタリズム研究所創設記念フォーラム、セルフヘ
ルプグループを知る勉強会 

【平日昼間】 婦人コース（婦人のためのボランティアスクール）、婦人ボランティアリーダー講習会、
住吉婦人ボランティアスクール、墨江地区ボランティアスクール、住吉婦人ボランティアスクール、阿倍
野区婦人ボランティアスクール、東淀川区婦人ボランティアスクール、旭区婦人ボランティアスクール、
婦人福祉セミナー(ボランティア木曜学校)、10 周年記念シンポジウム「婦人の新しい生き方を求めて」、
フリースクール“いのちとくらし”(昼の部)、ボランティアのための人間関係講座、講演会「小地域福祉と
ボランティア活動」 

【技術系】 ＜手話＞手話講習会(基礎・既修者)、手話法研修会、手話講座「中級講座」、高校生の
ための手話講座、初心者のための初級手話講習会 ＜点訳＞初級点訳講習会、既習者点訳講習会、
婦人点訳者養成講習会、点訳入門コース、早川点訳講習会、生野点訳講習会 ＜ゲームソング＞ゲ
ームソング講習会、ゲームソングセミナー、ゲーム・オープンセミナー、腹話術講習会、ロープワーキン
グ ＜語り＞高校生のための「お話の語り手教室」、お話の語り手講座、お話の語り手講座(ステップア
ップ編)、お話の語り手講座開講 30 回記念講演会 ＜その他＞グループカウンセリング、市民ライタ
ー養成講座、市民団体のためのパソコンセミナー(パソコンボランティア養成講座、市民のための
ホームページセミナー)、ミーティングファシリテーター養成講座、ボランティアと向き合うことの多
いあなたのためのファシリテーション講座 

【青少年体験研修】 高校生のためのボランティアスクール、高校生ワークキャンプ、高校生ワ
ークキャンプ学習会、中学生ワークキャンプ、青少年入門セミナー、キャンプリーダー・トレーニング、
サマーボランティア計画（事前研修、事後研修／体験交流会）、連続セミナー、ウインターボランティア、
スプリングボランティア、活動体験プログラム、夏のボランティア体験・合同研修会、日韓青少年ボラン
ティア交流プログラム、中高生・夏のボランティア体験プログラム、お金に換えられない価値を見つける
4 日間 海と星のキャンプ、いのちをいただくプログラム、青少年ボランティア大会「バリバリ元気天国」、
10代のボランティア活動文化祭 

【ＮＰＯ関係】 ＜入門＞市民活動セミナー、市民のためのNPO入門講座、特別セミナー「NPO経
営戦略としての法人格取得の考え方」、はじめてのＮＰＯ説明会、NPO 法人の組織のきほんを考える
説明会、NPO 法人になったらやること説明会 ＜経営・運営＞市民公共学団、NPO 巡回フォーラム
'99 in関西、NPO評価学習会、介護系NPOパワーアップ講座、NPOパワーアップセミナー、NPO
運営研修（”NPO運営”に磨きをかける３つのセミナーシリーズ）、NPOやボランティアグループのため
の「ガバナンス」「運営」「企画」「広報」研修、NPO/NGO 組織基盤強化のためのワークショップ in 大
阪 ＜税・法人制度、税務＞NPO“税”制度勉強会、NPO 支援税制の仕組みとこれからを考える学習
会、ここが変わる NPO 法、ここを変える NPO 支援税制、認定ＮＰＯ法人制度の改善を求める緊急集
会・大阪、「公益法人制度改革」緊急学習会、緊急学習会「どうなる！市民活動の未来～新・公益法
人制度のスタートを前にして」、NPO 法・税制改正関西地域学習会、認定をとるぞ！改正 NPO 法＋
認定 NPO を学ぶ研修会、NPOが知っておきたい税務セミナー(NPO 運営に知っておきたい税務セ
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ミナー) ＜会計・経理＞団体運営のためのやさしい会計入門セミナー、経理担当者と考える NPO の
会計（中級セミナー）、介護系 NPO のための経理セミナー、会計スキルアップセミナー、[NPO 支援
専門家学習会]NPO と会計税務専門家の新たな関係の創造、NPO 法人会計基準導入に向けた Ｎ
ＰＯ法人会計セミナー in 大阪、NPO 法人会計基準の入門説明会、NPO 法人会計基準導入のた
めの個別説明会、大阪府内の NPO会計・法制度改正の普及促進事業、NPOの「会計」「寄付」拡充
のための研修・出張コンサル事業、事例で学ぶ NPO 法人会計セミナー ＜労務＞NPO のための労
務入門ワークショップ、NPO の人材を守るための労務セミナー ＜広報＞NPO のための情報発信
力・底上げ講座・チラシ編、プロのデザイナーが明かす「これは使える…」企画・プレゼン・実践力、現
役 NHK 記者が教える３時間で全部わかる！ マスコミとのつきあい方、広報セミナー「NPO がヤフー
を使って無料で広報」、Microsoft NPO Day 2008、あなたの団体の“売り物”を磨き上げる！セミナー 
＜ファンドレイジング＞NPO のための助成金申請書作成セミナー、市民の“募金力”向上実践講座～
市民社会を支えるお金の循環を生み出すために、NPO 支援財団研究会シンポジウム in 関西「地域
社会の活性化に向けて 助成財団の役割と助成金活用法」、ファンドレイジング研究会 in 大阪／ファ
ンドレイジングセミナーin大阪、基礎研修「支援的財源を得るためのイロハと 7つのステップ」、実践型
研修（支援者とのよりよい関係性をつくる支援者情報管理／ファンドレイジング実践セミナー／
NPO×facebook 始めてみよう！／NPO の会員獲得と資金確保のための実践能力開発）、ファンドレ
イジングフォーラム in 大阪～意志あるお金を集めよう、WAM 助成セミナーin 大阪 ＜コミュニティビ
ジネス＞ソーシャル・アントレ探究会、CB フォーラムおおさか、地域 CB フォーラム、CB 課題別スキ
ルアップセミナー、コミュニティビジネス入門講座「はじめてのコミュニティビジネス・社会起業家説明会」 
＜行政との協働＞NPO のための「指定管理者制度」への理解を深めるフォーラム、役所の仕組みを
知るシリーズセミナー、「創造的なNPO協働施策に向けて」学習・意見交換 

【マスターズ層】 講演会「40 歳台からのライフデザイン～アメリカに学ぶシニアボランティアのす
すめ」、マスターズ・ボランティア大学(マスターズ市民大学)、マスターズ・ボランティア大学“実践研究
編”、マスターズ・ボランティアことはじめ「50 代、60 代の新しい生き方ちょっぴり発見キャンプ」、学び
のサロン、好きが高じて社会に関わる これからのステージを楽しむためのセミナー、シニアのための
「市民ライター&映像制作」連続講座 

【災害系】 被災者主体の災害ボランティアコーディネーションを考えるつどい in大阪、災害ボランテ
ィア説明会、東日本大震災・被災者支援市民活動フォーラム、被災地支援を考える学習会、[震災復
興応援イベント]3.11 from KANSAI、コミュニティ支援とボランティアコーディネーションの関係の理解
を深める集合研修、住民の主体性を高めるコミュニティ支援を考える集合研修、復興活動者のための
シンポジウム「復興活動の現状と今後について考える」、東日本大震災において関西で復興支援、避
難者支援、防災活動に取り組む団体の情報交換会、避難者支援の基本方針に対するパブリックコメ
ントの緊急勉強会、避難者に対する住宅支援についての緊急勉強会、避難者支援団体の相談力アッ
プ講座、BCPの研究や防災活動に向けた計画づくりの研修、阪神・淡路大震災から 20年：震災追悼
&災害ボランティアを学ぶ・伝える学習会 

【コーディネーター等専門職】 ＜ボランティアコーディネーション＞ボランティアコーディ
ネーター養成講座、ボランティアコーディネーション力 3 級検定・直前研修、同 2 級検定・直前研修、
ボランティア受入担当者向けコーディネート研修会（施設ボランティアコーディネーター講座）、施設ボ
ランティアコーディネーター意見交換会（施設ボランティアコーディネーターネットワーク）、ボランティ
アコーディネーター公開研究会、シリーズ・ボランティアコーディネーションの現場から「どこまでボラン
ティアに頼めるの？ 介護保険改正および障害者自立支援法施行後のボランティアのゆくえ」、勤労
者を呼ぶボランティア活動のツボをおさえるセミナー、じっくり検証、ボランティア受け入れ実践事例、
全国ボランティアコーディネーター研究集会（事務局受託） ＜支援団体・支援者＞NPO 支援センタ
ースタッフ研修、KNN(関西NPO支援センターネットワーク)研究会、通訳・翻訳者のためのNPO・市
民活動入門講座、地域公共人材向け講座 ＜ボランティア学習＞福祉教育指導者セミナー、福祉教
育指導者研究部会、ボランティア学習セミナー、韓国における奉仕活動の義務化の実情についての
講演会、SAL（もう一つの学び研究会） 

【企業担当者】 フィランソロピー・(CSR)リンクアップフォーラム、関西 CSR フォーラム、V ネットフ
ォーラム、リンクアップジュニア、NPO と企業の協働フォーラム 2002、CSV 研究会、NPO のための
CSR連続セミナー、会員間 CSR報告書ダイアログ、関西の中小企業のための CSRセミナー、韓国・
企業の「企業市民活動」の現在、CSR・社会貢献基礎講座 2013、CRM 学習会、ウメキタ朝ガク（うめ
きたソーシャル朝活プロジェクト） 

※ このほか、保母講座（通信講座・スクーリング。1971 年度～84 年度）、ホームヘルパー認定
講座（1982 年度）も実施された。 
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 ここで「講座開催数」の数え方は、一つの講座案内で開かれる講座を１としたため、連続

10 回のお話の語り手講座は年間で「1」である一方、たとえばフィランソロピー・ＣＳＲリン

クアップフォーラムは、1 日の講座が、年 6 回開かれ、毎回企画を練り、案内が 6 回出され

るため年間で「6」となる。また初級スクールは 1 年間に 5 回開催したこともあり、その年の

カウントは「5」となる。企画や広報の努力を反映したものだが、連続講座の場合の講座運営

の努力が反映されにくい。 

 そこで、連続講座の開催規模も反映する年間の講座開催日数での分析を図 1-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全講座の合計が 4,937 日にもなった講座開催日の分析だが、図 1-1 に比べ、特に夜間週末

や技術系の講座の比率が大きくなった。いずれも連続講座が多かったことを反映している。 

 さらに、各講座群の受講者数（講座開催日ごとの参加者を足す“のべ”の数ではなく、受講者

の実数）についても集計したのが、次ページの図 1-3だ。 

 この場合、青少年体験研修の比率が大きくなった。最高で一夏に 900 人を超える参加者が

あったサマーボランティア計画が 15 期にわたり開催されたことなどを反映している。このサ

マーボランティア計画や高校生ワークキャンプ、バリバリ元気天国などはリピーターも多か

夜間週末, 245

平日昼間, 70

技術系, 158

青少年体験研修, 183
NPO関係, 130

マスターズ層, 11

災害系, 19

Co等専門職, 164

企業担当者, 272

図1-1 講座開催数の内訳

夜間週末, 1673

平日昼間, 440技術系, 1137

青少年体験研修, 498

NPO関係, 505

マスターズ層, 36

災害系, 41

Co等専門職, 325
企業担当者, 282 図1-2 講座開催日数の内訳
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ったが、その点を差し引いても実に多くの若者に市民活動への扉を開いてきたことが分かる。 

 

（２）年代ごとでの分析 

①．講座開催数での分析 

 もっとも、50 年間の歩みの中では講座の構成も変化してきた。そこで、まず、「講座開催

数」の推移を 5 年ごとに区切って推移を見ると、図 1-4になる。 
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図1-4 年代ごとの講座内容別開催数の推移

夜間週末 平日昼間 技術系 青少年体験研修 NPO関係
マスターズ層 災害系 Co等専門職 企業担当者

夜間週末, 13367

平日昼間, 2895

技術系, 5244

青少年体験研修, 

13684

NPO関係, 8721

マスターズ層, 241

災害系, 1692

Co等専門職, 5256

企業担当者, 7758 図1-3 講座受講者数の内訳
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年代にごとに重点として取り組まれた事業にかなり違いがあることが分かる。 

 まず、協会創設当初は「初級ボランティアスクール」「婦人ボランティアスクール」などに

よるボランティア活動の普及・紹介に力が入れられるとともに、ゲームソング、点訳、手話

などの技術講座が活発に開催された。 

 また 70 年代から青少年向けの体験研修「高校生ワークキャンプ」が始まり(最初の 3 期の

み座学中心)、84 年度から静岡ボランティア協会の先行事例を参考に実施された「サマーボラ

ンティア計画」、91 年度から「バリバリ元気天国」2なども始まって、90 年代前半はピークに

達した。 

 さらに 76 年度に日本で初めてボランティアコーディネーター講座を開くなど、福祉施設や

病院、ボランティアセンター等で働くボランティアコーディネーターなどの専門職向けの講

座も増え、近年は市民活動推進センターなどのスタッフ向けの講座も増えてきた。 

 そして 90 年代からは「ボランティア悪魔祓い講座」3（1990 年度開始）、『市民プロデュー

サー養成講座』4(1997 年度開始)など新しいタイプの講座を始める一方、企業の社会貢献活動

や CSR 活動の担当者向け講座が始まり、2000 年代はさらに活発化してきた。 

 なお、2000 年代は平日昼間の講座が開講されなくなり、2010 年代には青少年向けのプロ

グラムも実施されなくなっている。 

 また団塊の世代のリタイアを前に 2002 年度から「マスターズ・ボランティア大学」などの

取り組みを進めたが、参加者確保に苦戦し、この関連の講座は 2008 年度に終了した。 

 95 年度に NPO 関係者が集って公開学習会「市民公共学団」を始めて以降、NPO 関係者向

けの講座も始まり、東日本大震災の起こった 2010 年度からは災害関係の講座にも取り組ま

れるようになった。 

②．講座開催日数での分析 

 この実績を講座開催日数でも分析すると、次ページの図 1-5になる。5 年刻みで見た場合、

もっとも教育事業の開催日数が多かったのは 1970 年代前半。この時期は特に技術系の講座

が活発だった。2000 年代も NPO 関係の講座日数の増加などから開催日数が増えている。 

 なお、2000 年代から「夜間週末」の講座が増えているのは、ボランティアコーディネーシ

ョン事業の一環でもある「はじめてのボランティア説明会」の開催日数が反映している。こ

の説明会は、一部、平日の午前中に開かれることもあるが、事業報告書では詳細が分からず

「夜間週末」に含めた。 

                                                   
2 当初、「青少年ボランティア大会」という名称で企画されたが、企画に加わった若者たちの意見

で、この名称に変更。この名称により参加した人も多かった 
3 市民活動に伴いがちな禁欲主義などを「悪魔」に見立て、堅苦しい発想法から解放され自由な市民

活動を進めようという意味でのネーミング。なお、上田紀行氏が紹介されたスリランカの悪魔祓い

（孤立し精神的な病に侵された人を共同体に再統合する儀式）からもヒントを得ている。 
4 故吐山継彦氏の発案で実施。広い視野から創造的な市民活動をプロデュースできる人材を養成しよ

うと企画された。仙台、多摩、長岡などでも、同種の講座が開かれるなど、大きな反響があった。 
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③．講座受講者数の分析 

 この項の最後に講座受講者数の推移を図 1-7（次ページ）に示した。平日昼間と技術系の講

座は 70～74年度がピークで、徐々に減っている。 

 また、1980年代から 90年代にかけて、多くの青少年の受講者があった。この時期は青少年

向けの事業数自体が多い上に、一事業あたりの参加者数も多かった。中でも参加者の多かっ

た「サマーボランティア計画」は社会福祉協議会で同種の事業が取り組まれるようになり、

参加者も減少したことから先駆的な役割を終えたとして 1998 年度をもって終了した(図 1-6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

291

192 189
115

60
122 140 114

202
248

40

128
75

78

62

46 11

58

346

76
169

65

50 92
123

106
52

45

59
46

52

145 74 66

1117

160
185

143

24
12

41

37 45

29

39
23

58
55

39

17

31

66
86

82

0

100

200

300

400

500

600

700

65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90～94 95～99 00～04 05～09 10～14

図1-5 年代ごとの講座内容別開催日数の推移

夜間週末 平日昼間 技術系 青少年体験研修 NPO関係

マスターズ層 災害系 Co等専門職 企業担当者

506

517
298 298

348 396 389
439

586

806 831
922

817

477

254

35

59
46 50 51 51 53

76

104

127
139

133
148

95

119

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

図1-6 サマーボランティア計画の推移

参加者数

プログラム数
参
加
者
数(

白
抜
き
数
字)

 

プ
ロ
グ
ラ
ム
数(

斜
体)

 



11 

 一方、2000 年代からは青少年層に代わって NPO 向けの講座受講者が急増している。この

中には「はじめての NPO 説明会」(00～04 年度 508 人、05～09 年度 453 人)も含まれてい

る。また、企業担当者向け講座参加者も増えているが、これは特に「フィランソロピー・ＣＳ

Ｒリンクアップフォーラム」の参加者が増加した(95～99 年度 913 人、00～04 年度 1,249 人、

05～09 年度 1,349 人、10～14 年度 1,595 人)ことを反映している。なお、フィランソロピー・

ＣＳＲリンクアップフォーラムは 1993 年度から始まったが、93、94 年度の事業報告書に参

加者数の記載がないため、90～94 年度の企業担当者受講者は掲載できなかった。 

 さらに 2000 年度以降、夜間週末の講座受講者も増えているが、それまでは 200 人台だっ

た「総会記念講演会」の参加者がこの時期に増えたこと（00～04 年度 453 人、05～09 年度

405 人、10～14 年度 342 人）と、「はじめてのボランティア説明会」の参加者（05～09 年度

331 人、10～14 年度 952 人)が含まれていることも影響している。 
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（３）教育事業における「新陳代謝」 

 状況の変化に応じて事業内容を刷新していくことは、あらゆる事業で重要だが、教育事業

においても同様だ。そこで、連続講座の開始・終了状況を図 1-8に示す。 

 どの年代でも新たに開始した講座があるとともに終了（一部はグループの自主開講に移行）

する講座もある。また 2000 年代から新規および単年度のみ開催の講座数も増えているが、こ

れは変化の激しい時代に対応して、時宜に応じた講座が増えていることを反映している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このようななか、協会の取り組んできた教育事業の中で長寿だったものを開催年数の多い

順に示す。長く開催された講座群は多くのボランティアの参画で運営されたものが多い。受

講者が企画運営の担い手となる形態も多かった。 

ボランティアコーディネーター養成講座  40 年間(1976～2015。継続中)。40 期 

高校生ボランティアスクール「ワークキャンプ」 36 年間(1970～2005)。71 期 

お話の語り手講座    34 年間(1980～2013)。35 期5 

フィランソロピー･CSR リンクアップフォーラム 23 年間(1993～2015。継続中)。136 回 

初級ボランティアスクール   21 年間(1965～1985)。52 期 

（婦人）福祉セミナー    21 年間(1976～1996)。21 期 

婦人スクール(ボランティア木曜学校)  19 年間(1967～1985)。24 期 

サマーボランティア計画    15 年間(1984～1998)。15 期 

ゲームソングセミナー    14 年間(1972～1985)。26 期 

ボランティアことはじめ講座   13 年間(1993～2005)。26 期 

                                                   
5 「お話の語り手講座」は 2014 年度から、なにわ語り部の会の自主運営で継続開催されている。 
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・政治性をタブー視しない 

 協会の教育事業において重視されていることの一つに、ソーシャルアクションなど政治的

な活動をタブー視しないことがある。初級スクールの中に「ボランティア活動と民主主義」

なる講義テーマがあったように、協会がボランティア活動、市民活動を単なる“善意のお手伝

い”活動ではなく、市民自治を進める実践と位置づけてきたことを反映している。 

 実際、5～6 ページの講座リストでも「市民と政治を考える『おしゃべりアゴラ』」のように

政治をテーマとする講座があるし、現役の政治家を招いた講座も実施してきた。定期総会時

に開催される記念講演会のテーマも、その時期のホットイシューをテーマとしてきた。 

 また NPO 法や税制度に関する緊急学習会のように政策提言活動を進めるための学習会も

頻繁に開催してきた。社会的課題で政治性をもたないものはないだけに、党派や宗派が偏る

ことは避けつつ、今後も政治的テーマをタブー視せず、政策提言活動につながる教育事業も

積極的に展開することが大切だろう。 

 

（４）講師派遣事業 

 教育事業の分析の最後に講師派遣事業の推移についても報告する。1991 年に企業市民活動

推進センター部門が開設し、企業からの講師派遣依頼が増加したことを契機に、それまで職

員が個人的に受けていた他団体での講演などを、協会からの講師派遣事業として実施するよ

うになった。その出講実績の推移を図 1-9 に示す。なお、大学・専門学校などへの非常勤講

師の出講については協会の事業とは位置付けてはいないが、参考に付け加えた。 

 講師派遣事業は、協会で培われた市民活動に関する理念やノウハウを広く伝えることがで

き、かつ講師派遣収入という形で協会の事業収入確保につながるプラス面がある一方、職員

が出講した場合、事務所で業務できるスタッフが減ってしまうマイナス面がある。近年は出

講数が減少気味だが、このバランスをとりながら、取り組むことが必要だろう。 
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教育・研修事業に関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

学びの場、育ちの場 

太田昌也（前 常務理事、市民と暮らし研究所・所長） 

 初級スクールを受講して一番驚いたのは、

チーム員が企画や運営の中核だったことで

す。やりがいを感じられる活動の場だと確信

し、受講後にチームの仲間に加えていただき

ました。 

 他チームのメンバーやボランティアグルー

プの人たちとも相互交流があり、活発に議論

したこと。当時の柴田理事長や岡本事務局長

から新しい情報や示唆に富んだアドバイスを

たくさんいただけたこと。私にとってボラ協

は大きな学びの場であり、その後の活動の礎

になったことは間違いありません。「ボラ協に

育てられた」と実感しています。 

語りの楽しさ汲めども尽きず 

禅定正世（なにわ語り部の会 顧問） 

語りをモノ
．．

にするには、目で読み、口で  

唱え（祈りのように）、物語が自分の皮膚感覚

になるまで繰り返しますから、作品に向き合

う時間は、朗読や読み聞かせとは比べものに

なりません。これまでどれだけの物語を自分

の人生の様に語っただろうと思うと、しみじ

み倖せな時間だった．．．と。かかりつけの  

信頼する医師には「『引導』の折りには必ず 

口を閉じているか確認してくださいネ」と、

一文認めています。 

今年、傘寿の婆さんですが、この歳になら

ないと語れない話もあるので（うふふ．．．） 

現役続行中です。仲間と言葉の力を信じて。 

 

多様性のシャワー 

岡本繁樹（コカ・コーラウエスト㈱ 取締役常務執行役員） 

ワークキャンプに初めて参加したのは 

今から 40 年以上前の 1973 年の秋、高校２年

生でした。参加した動機は家族（妹）に障が

い者がおり福祉やボランティアに興味があ

ったからですが、他の参加者は実に様々な 

動機・意見・感性をもっており、それまでの

学生生活では味わったことのない刺激的で

沢山の「学び」の場を体験しました。 

 それ以来ボランティア活動の「蟻地獄」に

足を踏み入れた訳ですが、その経験の積み重

ねが、自然と多様性を受け入れ常に「何故～

だから」を行動基準にする、という私の価値

観を形成したものと思います。 

３５年の歩み 

山元倫子（トミの会） 

1980 年当時、家庭の主婦がボランティアに

参加することはあまり認められておりませ

んでした。しかし協会には既に「婦人チーム」

が活躍。私はここで民主的な社会福祉の理論

と実践の基本を学ぶことが出来ました。 

 特に「福祉と人間関係について」「障害者、

障害児セミナー」などのグループワークは 

新鮮でした。その中から有志を募り、男性も

仲まとめして「トミの会」を立ち上げ活動し

ております。 

今は各自の地域活動をはじめ福祉施設の

見学、研修会、情報交流を主にして現在に 

至っております。 
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「正解」を教わらない講座 

石井祐理子（京都光華女子大学 教員） 

 新卒でボランティアコーディネーターとし

て働き始め、毎日が不安と疑問の連続。「仕事

のやり方が分からない、誰か正解を教えて！」

と思っていると、ボランティアコーディネー

ター養成講座の担当に。「これで答えを教えて

もらえる」と喜んで企画に参加していたら、

結局誰も私に答えを教えてくれず、代わりに

『基本の理解と話し合い』の大切さに気付か

せていただきました。 

 今も悩んだ時は単に正解だけを求めず、 

原点に立ち返り、自分で考え、周りと話し合

うことで乗り越えるようにしています。 

内なる輝きに生きる 

大島圭太（旅するシンガーソングライター） 

ボクが大阪ボラ協と関わりをもったのは

25 年前の高校生ワークキャンプです。それか

ら夢中になってボラ協に伺うようになり、バ

リバリ元気天国の企画もさせていただき、そ

の勢いで日福大にも入らせていただき中退し

ましたが（笑）何に夢中になったのか？ 自発

的に自他の為行動することで内なる輝きに生

きるという人間として非常にシンプルな、真

の意味でのボランタリー精神に気づかせても

らった事で魂が解放されたんです。今はそれ

と全く同じ事をボクはロックンロールと呼

び、歌を唄うという事で継続中です。ボラ協

50 周年ありがとうございますっ♪ 

 

ボラ協 50周年に寄せて 

山根一男（可児市議会議員） 

 私がボラ協に直接関わったのは 94 年～98

年「ボランティアことはじめ講座（3～10 期）」

「バリバリ元気天国 ’96」「市民プロデュー 

サー養成講座」の企画・創出に関わりました。 

 当時 30 歳代後半だった私は、水を得た  

魚のように各種活動にのめり込みました。 

 おかげで（？）岐阜県可児市の物流セン タ

ーに左遷となりましたが…。 

 2003 年、ボラ協で培った市民活動のノウハ

ウとネットワークで可児市議に初当選し、 

現在 5 期目となりました。 

 私の座右の銘は、いまでも「あなたが動く 

社会が変わる」です。 

 

時代を切り拓く「ことば」 

博野英二（大阪ボランティア協会 会員） 

 市民プロデューサー養成講座を受講し、そ

の後チーム員としてかかわる中で、私が一番

学んだのは「ことば」の力だと感じます。  

阪神大震災の後、市民活動が広く認知されて

いく時代、吐山継彦さんがその担い手に冠し

た「市民プロデューサー」という言葉は、誰

もがよりよい社会を創る主体になれるのだと

いう強いメッセージを発信していました。 

 そして私たちもまた、異なる考えを持つ 

メンバーの「融合のマジック」によって、  

新たな時代を拓く「ことば」を生み出せる こ

とを体験させてくれました。このことは 私

の一生に宝になっています。 
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２．「参加の促進」で課題解決 ～ボランティアコーディネーション事業の５０年 

 

 

 教育事業の中でもっとも長く取り組まれているのが「ボランティアコーディネーター養成

講座」であるように、協会の重要な事業の柱をなしているのがボランティアコーディネーシ

ョン事業、つまり市民の「参加」を促進することによって社会課題の解決を進める事業だ。 

 このボランティアコーディネーション事業の体系化は、後述するようにボランティアコー

ディネーター講座の開始やコーディネーターたちの実践、京阪神需給調整担当者懇談会、ボ

ランティアコーディネーター研究集会などによる実践事例の蓄積によって進化していったが、

協会が発足した 1965 年度の事業報告書でも、「ボランティアの紹介斡旋」といった表現で、

既にボランティアコーディネーション事業が報告されている。 

 

（１）「ボランティアの応援を求める」相談への対応 

 まず、「ボランティアの応援を求める」相談について、その受付ケース数、対応ケース数、

ボランティア紹介ケース数の推移を 5 年単位で集計したものを図 2-1 に示す。ただし 1982

年度まではボランティア紹介の実績が報告されておらず「80～84 年度」のボランティア紹介

ケース数の実績は 83、84 年度分の 2 年度分だけしか示しておらず極端に少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 協会創設以来、少しずつ受付数、対応数が増え、1990 年代にもっとも多くのケースに対応

し、2000 年代になって漸減傾向にある。ただし、このケース数の増減は、年度を超えて継続
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的に対応するケース数の推移も考慮しなければならない。というのも図 2-1 のケース数は 1

年間に受け付けた総ケース数を示しており、その中には前年度から継続して対応しているも

のもカウントしているからだ。この継続ケースの分析は後述するとして、まずボランティア

コーディネーション事業の展開過程を振り返ってみよう。 

①．障害者の移動支援に向けた取り組み 

 協会発足直後は主に社会福祉施設などからのボランティアの紹介依頼が多かったが、70 年

代になると、障害者の外出応援を求める依頼が増え出した。これは「地域単発ケース」とも

言えるが、この依頼に対して協会は、以下のような障害者の移動サポートなどを支えるボラ

ンティア団体の設立と運営を応援することになる。 

1975 年 「大阪手びきの会」発足（視覚障害者の外出支援） 

1976 年 「誰でも乗れる地下鉄をつくる会」発足（地下鉄のバリアフリー化） 

1979 年 「おおさか行動する障害者応援センター」発足（当初は身体障害者の外出支援） 

 このうち「大阪手びきの会」は婦人スクールを修了した一人のボランティアの気づきを起

点に協会がグループ設立を後押しして生まれ、「誰でも乗れる地下鉄をつくる会」はボランテ

ィアや障害者の交流の場として開催していた「サロン・ド・ボランティア」での意見交換が

起点で誕生した。そしてその運動によって 1980 年に日本で初めて地下鉄でのエレベーター

設置が始まる前に、駅と自宅の移動を支える環境整備を市民主導で進めようとしたのが「お

おさか行動する障害者応援センター」（以下、応援センター。設立構想時は「足センター」と

呼んでいた）だった。大阪市民生局との交渉で、応援センターの取り組むボランティアコー

ディネーション業務は大阪市からの委託事業となり、協会からコーディネーターを派遣する

ことになった。この形態は 1998 年度から 2009 年度まで続いたが、その実績を図 2-2 に示

す。 
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 応援センターは、外出介助だけでなく自宅での日常生活介助にも取り組み、特に家族から

自立して暮らす障害者の生活を支えてきたが、ホームヘルパーやガイドヘルパーの制度が少

しずつ充実するなかで依頼件数が減ってきた。こうした事情により応援センターによるボラ

ンティアコーディネーションは 2009 年度で終了しているが、応援センター部門の実績だけ

を集計していたのが 2008 年度までであったため、図は 2008 年度までを示している。 

②．継続対応ケース ～地域拠点の創設支援と在宅障害児ボランティア 

 さて、先に図 2-1で 1990 年代に受付ケースが増えた理由の一つに、前年度以前からの「継

続対応ケース」が増えたことを指摘した。その点を示したのが図 2-3だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この図を読み解く際に、受付ケースの中で前年度からの継続対応ケースをカウントしたの

は 1984 年度から 2008 年度までで、その他の期間は総対応ケース数しか報告書に記載されて

いないことに留意しなければならない。つまり「85～89」年度の継続対応ケース数は 1 年度

分だけであり、「05～09」年度も継続対応ケース数は 4 年度分だけのカウントになっている。

このため、特に「85～89」年度は図に示すよりも継続対応ケースはもっと多かったであろう。

なお、この前年度からの継続対応ケースを除いたケース数、つまり実対応ケース数は 6,754

件に達した。 

 では、なぜこの時期に継続対応ケースが増えたのか？ それは、80 年代～90 年代は「在宅

継続支援ケース」への対応が増えた時期であることと関係すると考えられる。 

 この時期、地域の保健師や保護者などから知的障害児や自閉症児などの地域での暮らしを

支えるボランティアの要請が増えてきた。この種の依頼では、場合によっては往復で他のボ

ランティアとの交代も可能な移動支援に比べて、同じボランティアが継続的に関わることの

必要性が高く“継続的”な活動が重要になってくる。このような依頼の増加から２つの動き

が生まれた。「地域ビューローの開設」と「在宅障害児ボランティア」の活動支援だ。 
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・地域ビューロー開設支援 

 継続的な関わりの必要な相談は大阪府内各地から寄せられていたが、特に寝屋川保健所の

保健師からは熱心に相談を受けたことから、地域を基盤にした活動支援の展開が模索された。

その結果、地域のボランティアや専門家が集って「寝屋川市民たすけあいの会」が設立され

るとともに、この展開を府内各地に発展させるため「地域ビューロー構想」も検討された。

そんな折に松下電器産業労働組合ボランティアクラブとの連携が進み、「北河内ボランティア

センター」の創設に至った。この当時の動きを年表で示すと、以下のようになる。 

1977 年 「Ｎ市における地域ケア開拓プロジェクト構想」発表。「寝屋川地域ケアをすすめ

る会」発足 

1978 年 「寝屋川市民たすけあいの会」発足 

1979 年  府内 6 か所で「会員地域懇談会」を開催。地域ビューロー開設の可能性を探る 

1983 年  松下労組と枚方市内でのボランティアビューロー設置を合意 

1984 年 「北河内ボランティアセンター」発足 

 寝屋川市民たすけあいの会も北河内ボランティアセンターも、さまざまな曲折を経ながら

今も市民による地域福祉の活動拠点として活発な活動を続けている。 

・在宅障害児ボランティアの活動支援 

 一方、在宅障害児に関わるボランティアの活動支援は、ボランティアのグループ化という

形で進められた。というのもコミュニケーションがなかなか成立しづらく、ボランティアが

頻繁に交代したりするとパニックを起こすこともある自閉症児などに対しては、一人の障害

児に１、２人だけで活動を進めることが多い。そこでボランティア同士が活動の悩みなどを

分かち合う機会が求められたからだ。そこで以下のような形で、グループ化を支援するとと

もにボランティアの養成も進められた。 

1980 年 「在宅障害児ボランティアグループ」結成（協会から独立したグループ） 

1982 年 「在宅ボランティア推進チーム」発足（協会事業を進める位置づけとなる） 

1983 年 「在宅障害児のためのボランティア養成コース」開講 

 1980 年に在宅障害児に関わるボランティア

有志で発足した在宅障害児ボランティアグルー

プの取り組みは、その後、協会の事業として実

施することになり、在宅ボランティア推進チー

ムが発足。夏のキャンプや学習会の開催などを

実施した（図 2-4）。その活動は 1992 年度まで

続いた。  
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③．ボランティアコーディネーションの深化と理論化の推進 

 協会は大阪府内全域（時には阪神地区など他県）からの相談に対応し広域でのボランティ

アコーディネーションを行っていた。しかし、寝屋川市民たすけあいの会や北河内ボランテ

ィアセンターなどでは、より地域に密着した形でボランティアコーディネーションをするこ

とができ、家庭訪問やボランティアとの同行なども丁寧に実施できるようになった。しかも

大学院でソーシャルワークを専攻したスタッフがコーディネーターとして関わるようになり、

専門的な実践が蓄積されるようになってきた。 

 一方、京阪神需給調整担当者懇談会などの場を通じて各地の実践交流も盛んに取り組まれ

るようになり、近畿ボランティアコーディネーター研究集会を経て、1994 年には全国ボラン

ティアコーディネーター研究集会（JVCC）の開催に至った。これらの過程で協会は主導的な

役割を果たした。 

 この間、下記のような多くのテキスト類や白書を発刊し、理論化を進めることとなった。 

1976 年 「ボランティアコーディネーター養成講座」開講（日本で初めて） 

1977 年 「ボランティアコーディネーター研究会」発足 

1978 年 『ボランティアコーディネーターの手引き（案）』発刊 

1981 年 『ボランティア・バンクの現状と課題－ボランティアに対するニードの動向』発刊 

1983年 「京阪神需給調整担当者懇談会」発足 

1989 年  Ｖテキストシリーズ『ボランティア･コーディネーター ～その理論と実際』発刊 

1992 年 「近畿ボランティアコーディネーター研究集会」開催 

1994 年 「全国ボランティアコーディネーター研究集会」開催 

1998 年  Ｖテキストシリーズ『施設ボランティアコーディネーター』発刊 

1999 年 『ボランティアコーディネーター白書 1999－2000』発刊(以後、数年おきに発刊) 

Ｖテキストシリーズ『自治体･公共施設のためのボランティア協働マニュアル』発刊 
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（２）「ボランティア活動をしたい」という相談への対応 

 一方、「ボランティア活動をしたい」という相談（来所、電話、メールなど、直接、事務局

に相談のあったもの）の件数は、早くも 1968 年度の事業報告書から登場するが、この相談者

数の推移を 5 年単位で集計したものを図 2-5に示す。相談者数は総計 27,620人になる。ただ

し、この実績には 1994 年度から 1995 年度に被災地に創設した災害ボランティアセンター

「阪神･淡路大震災 被災地の人々を応援する市民の会」で受け付けた 11,735 人（複数日、活

動した人の累計では 20,748 人）については合算していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①．相談者数増減の背景（その１） 

 協会設立当初は相談者数が少なかったが、1973 年に公共広告機構（当時は関西公共広告機

構）の協力で、テレビ CM でボランティア参加の呼びかけが放送されて以降、大きく増加。

1981 年の国際障害者年を契機にさらに相談者数は増加した。 

 その後の相談者数の増減の理由を探るために、次ページに示したように、相談者の属性分

析（図 2-6に年齢分析、図 2-7に職業分析）をしてみた。 

 まず、1985年度から 89年度の相談者数が減った理由としては…… 

・1984 年から始まった「サマーボランティア計画」の参加者数は教育事業でカウントしてい

ており、学生・生徒の新たな活動希望者がボランティアコーディネーションの窓口にアク

セスしなかった（図 2-6 で 80～84 年度と 85～89 年度を対比すると、特に 10 代、20 代の

活動希望者数が減少。図 2-7 の職業分析は 83 年度から始めており、80～84 年度の「不明」

部分には 80～82 年度に学生・生徒から寄せられた相談数が多数含まれているとみられる） 

・1985 年に「福祉ボランティアの街づくり事業（通称・ボラントピア事業）」により社会福

祉協議会のボランティアセンターの機能が充実してきたこと 

などが考えられる。 
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 また 1990年代に相談者数が増加した理由としては…… 

・企業市民活動推進センター部門の創設（1991 年）により企業と協会との関係が深まり、勤

労者の活動希望者が急増した（図 2-7。また図 2-6 でも 20 代の相談者数が急増している） 

・岩波新書『ボランティア～もう一つの情報社会』の発刊（1992 年）、NHK 教育テレビで「週

刊ボランティア」の放送開始（1994 年）などでボランティア活動への関心が高まった 

・1995 年に阪神・淡路大震災が発災し、ボランティア活動そのものへの関心が高まった 

・1997 年に日本海重油流出事故が起こり、現地での活動への問い合わせが増えた 

などの背景が考えられる。 
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図2-8 相談者の職業分析
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②．コーディネーション事業の「水平展開」で生まれた「企業市民活動推進センター」 

 「ボランティア活動をしたい」相談者

の職業を分析し始めた 1983 年度からの

データを集計した結果を図 2-8に示す。 

 不明を除くと「ボランティア活動をし

たい」という相談者の過半数は勤労者。

これは若い世代の相談が多いことととも

に協会の特色の一つとなっている。 

 この傾向は 1990 年代から顕著になっ

たわけだが、その前の 85～89 年度から

勤労者の相談が多かったことは図 2-7 か

ら分かる。そしてこの実績こそは、協会に 

「企業市民活動推進センター」を創設する起点となった。 

 そもそも「企業市民活動推進センター（CCC＝Center for Corporate Citizenship）」創設のア

イデアの起点は、ＩＡＶＥ（International Association for Volunteer Effort ボランティア活動推

進国際協議会）の第 10 回国際大会。1988 年にアメリカのワシントンＤＣで開かれ、この大会に

参加した筆者（早瀬）が「企業間競争を勝ち抜きたいならば…（社員のボランティア活動支援を！）」

とのキャッチフレーズを示した全米企業ボランティア推進協議会（National Council on 

Corporate Volunteerism）のパンフレットを見たことから発想したものだ。 

 この大会の様子は『月刊ボランティア』1988 年 11 月号（『月刊ボランティア合本Ⅲ』所収）に

報告されているが、社員へのボランティア参加促進と企業の業績向上を結び付けるプラグマティ

ックな発想法は、まさに「目から鱗」であった。 

 ただし、この時点では「さすが、アメリカは違うな！」という程度の感想を抱いただけだった。

ところが、ちょうどこの時期に長く事務局長を務めた岡本榮一・現顧問の退任に伴い、協会を長

年、ご支援いただいた日本生命の故・山本道夫副社長（後に相談役）にご挨拶に伺った際に、「今

後の新たな事業展開について日本生命財団にも相談しなさい」と助言を受けた。 

 そこで、新規事業に対する助成をしていただくことになる日本生命財団の中西茂課長と新たな

事業展開について相談するなかで、企業人との接点が多い協会の特性を活かす構想が生まれてき

た。つまり、社会課題とボランティアを“つなぐ”のがボランティアコーディネーション事業だ

が、協会の場合、そのボランティア志願者の多くが勤労者＝大半は企業人＝だから、彼ら彼女ら

が働く企業に働きかける仕組みを作ることで、より企業人の市民活動への参加を促進しよう…と

いうアイデアだ。製品開発やマーケティングなどで言われる「水平展開」だ。 

 この時、「社員のボランティア活動支援は企業の経営にとっても意味をなす」（企業は社員のボ

ランティア活動支援によって、業績を上げて良い）というＩＡＶＥで知った発想法も活かし、企

業が社会貢献活動や社会的責任を全うすることは、企業経営においても意味があるという発想も
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強く打ち出した。これは、ボランティア活動自体が禁欲的な活動ではないことの応用でもある。 

 図 2-9 に企業市民活動推進センターの機能を説明する概念図を示すが、図の右上部の社員・組

合員（要は市民）とＮＰＯ（ないしは要支援者）を協会がつなぐのが従来のボランティアコーデ

ィネーション事業だが、この取り組みを社員の職場である企業にも「水平展開」しようという発

想から生まれたのが企業市民活動推進センターであった。 

 

図 2-9 「企業市民活動推進センター」の機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③．ＩＴを活用したボランティアコーディネーション  

 企業市民活動推進センターの創設は協会自体に大きな影響を生み出すことになったが、ボ

ランティアコーディネーション事業との関連では、ＩＴ活用に道を開く契機となった。 

 北河内ボランティアセンターの運営支援のパートナー（協会からの派遣職員の人件費を助

成）であった松下電器産業労働組合から、組合員がボランティア活動に参加する際、組合員

の関心や特技からボランティア募集プログラムを検索できる仕組みが作れないかとの相談が

あった。従来は、子どものため、障害者のためといった課題別の活動メニューが基本だった

が、ボランティア活動をしたいという希望者の都合（曜日や時間、場所、活動希望者の特技

など）で検索する仕組みができれば、運用経費を助成したいとの申し出があった。 

 一方、企業市民活動推進センターの開設がきっかけとなった日本アイ・ビー・エム(株)の社
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会貢献担当者とのネットワークができていた。そこで日本アイ・ビー・エム(株)に相談した結

果、開発用に新品パソコンの寄贈を受けるとともに、プログラム開発の委託（開発後のプロ

グラムは協会で活用できる契約）を受けることになった。 

 こうして、1994 年に完成したのが、ボランティア活動情報検索システム「VIS（ボランテ

ィア情報システム）」だ。 

 そして、1995 年に Windows95 が発売されて以降、インターネットが急速に普及したこと

を受け、1997 年度から大阪府の補助事業として、大阪府内 19 団体が参画しボランティア募

集情報を共同で提供する「大阪ボランティア情報ネットワーク(OVNET)」が府社協事業とし

て開設された。VIS のシステムをインターネット上で実現したような情報検索ができる仕組

みで、協会はその情報センターとなった。19 団体の連携で、アクセス数も急増した。 

 ところが大阪府の補助は 2002 年度で終了し、ネットワークは解散した。そこで協会は、独

自に「主に関西！ ボランティア・市民活動情報ネット(KVNET)」を開設。関西マルチメディ

アサービス(株)、(株)アイピーシーの協力、大阪市職員労働組合、近畿コカ・コーラ労働組合、

近畿労働金庫、松下電器産業労働組合、大阪交通ライフサポートセンター、(株)毎日新聞、大

阪市女性協会の協賛も得、情報提供を継続することとなった。その後、2010 年度に掲載情報

の精査を行い情報数は減少したが、図 2-10に示すように東日本大震災の発災以降、アクセス

数が急増し、大阪におけるボランティア活動参加の基本的なインフラとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④．相談者数増減の背景（その２） 
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図2-10 パソコン/インターネットによる活動情報検索システム
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 このような中、先に 1999 年度まで見てきた「ボランティア活動をしたい」という相談者数

の増減について、2000 年度以降をみてみると 

 まず、2000年代から相談者数が減少した理由としては…… 

・若い世代を対象とした教育事業であったサマーボランティア計画、バリバリ元気天国が、

ともに 1998 年度に終了し、また高校生ワークキャンプが 2005 年度に終了し、若い世代が

協会と接点をもつ機会が減ったこと（11 ページ、図 1-7 参照） 

・インターネットを介したボランティア活動情報検索システムの利用が広がり、協会に直接

アクセスしなくても活動先を選べる環境が整ってきたため、来訪や電話、メールによる相

談が減ってきたこと 

などが考えられる。 

 そして 2010年度以降に再び相談者数が増加した理由は… 

・東日本大震災の発災で、「放っておけない」「何かしたい」という思いを抱く人々が急増し、

被災者や避難者の支援を申し出る人々が増えたこと 

・東日本大震災の復興に関わるボランティアの姿を紹介する報道が増え、ソーシャルな生き

方への共感や関心が高まるなかで、ボランティア活動そのものへの関心も高まったこと 

などが考えられる。 

 10～14 年度の相談者の状況を、相談者数の近い 00～04 年度と比べると、年齢別では「30

～40 代」、職業別では「勤労者」の増加が大きい。CSR（企業の社会的責任）や CSV（共通

価値の創造）がビジネスパーソンの基本単語となってきた時代、また専門性を活かして NPO

を応援する「プロボノ」の取り組みが注目される時代となってきた今、働き盛りの人たちが

市民活動にも参加する状況が広がってきたようにも思える。 

 

(３)阪神・淡路大震災でのボランティアコーディネーション 

 少し時代は戻るが、阪神・淡路大震災での協会の対応も、ボランティアコーディネーショ

ン事業での蓄積を応用したものだった。企業市民活動推進センターが創設され、VIS の開発

を終え、さらに 1992 年に始まった近畿ボランティアコーディネーター研究集会を発展して、

1994 年 10 月に大阪で第 1 回全国ボランティアコーディネーター研究集会が開かれた、その

3 カ月後に阪神・淡路大震災が発災した。 

 ここで協会は、大阪 YMCA、地域調査計画研究所とともに、日本初の災害ボランティアセ

ンターとなった「被災地の人々を応援する市民の会」（以下「市民の会」）を結成。その後、経

団連 1%クラブ、日本青年奉仕協会なども加わり、特に被災地東部で市民による復興支援活動

の中核となった。 

 その実績は、報告書『震災ボランティア』（1996 年刊）で詳しく分析されているので、ここ
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図2-11 「市民の会」が受け付けたボランティア数の推移
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では 3 つのグラフだけを示す。 

 図 2-11は「市民の会」が現地で受け付けたボランティア数の推移だ（一般のボランティア

受付は 1 月 20 日から 5 月 14 日まで続けたが、その総数は 20,748人に達した）。事前に登録

を求めボランティアを指揮下に置く方式では、ボランティアが指示待ちになりボランティア

の特性を損ないやすいし、そもそも個々のボランティアに指示を出せる状況ではないなか、

「事前登録一切不要。来たい時に来てください」という受付方式に変えた結果、図のように

ボランティア数は激しく変化した。この変化に柔軟に対応できる仕組みが必要となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に「市民の会」に寄せられた応援依頼を図 2-12に示す。 

 その総数は 4,822件に達した。「市民の会」は被災地で暮らす人々一人ひとりの異なる状況 

を受け止め、安全や法的な問題がない

限り、基本的に依頼に応えたため、実に

多様な活動が展開された。その依頼の

多くは特別な訓練をしていなくても対

応でき、現地に出向いたボランティア

は復興を進める大きな力となった。 

 なお、応援依頼で求められている人

数を超えるボランティアに対し、被災

地に潜在しているニーズに対応するプ

ログラムを開発していくことも、「市民

の会」の大きな役割となった。 

人 

1月 
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 この「市民の会」でのボランティアコーディネーションの原則は、①ボランティアの事前

登録制はとらない、②ボランティア受付の人数制限をしない、③活動内容はボランティア自

身が「選ぶ」、④お膳立てをしすぎない、⑤被災者主体！ だけどボランティアの思いも受け

止める、⑥被災地の復興状況を見ながら、常に活動内容を検討する、⑦対象や活動内容を限

定しない、⑧専門コーディネーターが個別の依頼を受け止める、の 8 点だった。 

 そして、このような災害時ボランティアコーディネーションを支えたのは、協会がそれま

で広げてきたネットワークだった。図 2-13（1 週間当たりののべ人数の推移）に示すように

平時の数十倍のボランティアと応援依頼が現地事務所に寄せられ、「協会の職員」だけでは対

応できなくなった。「専任アルバイト」を雇用してもとても間に合わず、市民の会を構成する

「他団体の職員」が加わっても、まだ人手が足らない。 

 このような中、まず 3 か月前に大阪に集った全国のボランティアコーディネーターたちに

1週間単位での「リーダー応援」という形で応援してもらうことになった。仲介は構成団体の

一員である日本青年奉仕協会が担い、また多くの活動支援金を得られたことから有給での招

聘となった。さらに彼らが少人数の職場から出向くため 1 週間で交代しないといけない状況

を打開するため、「経団連１%クラブ」に所属する企業の社会貢献担当者が 1 カ月単位でスタ

ッフに加わることになった。これに加えて、「大阪工業会」（現在は大阪商工会議所と合併）

傘下の企業からも 2 週間単位での市民の会に出向することになった。4 月からは日本青年奉

仕協会の「ボランティア 365（１年間ボランティア）」を経験したメンバーをアルバイトとし

て確保し、一般のボランティア受付が終了した後も 1996 年 2 月末まで活動することになっ

た。まさに平時のネットワークが非常時の対応を支えたのだった。 
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図2-13 「市民の会」現地事務所の有給スタッフの推移
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（4） 「ボランティアスタイル」 

      ～ 参加促進のためのボランティアプログラム提供によるコーディネーション 

 2007 年度に「勤労者向けボランティア参加システム開発研究会（通称・ケアーズ研究会）」

を組織。勤労者のボランティア活動志願者が多いという協会の強みをさらに高めるため、ア

メリカで主に企業人を対象にボランティアプログラムを提供している「New York Cares」1や

「HandsOn Network」2などの取り組みを研究した。翌 08 年度には「勤労者のボランティア

活動推進チーム」を組織し、研究会の成果を継承して、大阪での事業実施に向けて検討を重

ねた。 

 そして 2009 年、「ボランティアスタイル」という名称で事業を開始。「働き盛りのみなさま

へ 休日の新しい過ごし方」をキャッチフレーズに、受入団体と連携しながら、主に週末や

平日の夜間、3 時間でできるボランティアプログラムを開発し、参加を呼びかけている。 

 その実績を図 2-14に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）東日本大震災など近年の災害への対応 

 災害時における協会の対応は、阪神・淡路大震災以降、やや抑制的になった。当時、NHK

の取材班が現地事務所にほぼ常駐し、放送記念日の特別番組でも紹介されるなど全国的に注

目されたが、元来、被災者の復興への努力こそ注目されるべきで、過剰なまでにヒーロー扱

いをうけたことに違和感を覚えたためだ。そこで 1997 年の日本海重油流出事故の際に、ナホ

                                                   
1 1987 年にニューヨークで組織された NPO。約 6 万人のボランティアと連携し、約 40 万人のニュ

ーヨーカーを支援している。チームリーダーと呼ばれるボランティアが、毎月、約 1,500 のプロジェ

クトを企画・運営している。 
2 1992 年に City Cares の名称で設立。2004 年に現在の名称に変更。2007 年に全米最大のボランテ

ィア活動推進組織 Point of Light Foundation と合併した。250 のボランティア活動センターと連携

し、年間 260 万人のボランティアの活動をサポートしている。 
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トカ号の船首部分が漂着した三国町（当時。現・坂井市）社会福祉協議会を支援し経団連 1%

クラブとの連携を仲介するなど、現地を側面的に応援することを基本とし、災害時に現地に

出向いてボランティアコーディネーションに取り組むことはしてこなかった。 

①．東日本大震災への対応 

 しかし、2011 年の東日本大震災は、そうした“躊躇”をしている状況ではなかった。ちょ

うど前年に協会職員が「災害ボランティア活動支援プロジェクト会議」3(通称・支援Ｐ)の研

修を受けていたこともあり、3 月 19 日に第一陣を現地に派遣して以降、8 月 31 日まで宮城

県、福島県、気仙沼市、いわき市の災害ボランティアセンターに職員を派遣した。さらに翌

2012 年度も、復興期の被災地を応援するため、気仙沼市社会福祉協議会、KRA（気仙沼復興

協会）などに職員を派遣した。2 年間でのべ 439人日の派遣をしたこととなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、あいのりプロジェクト「トラック編」で９便、計 81 トンの物資支援を実施。同「ボ

ランティアバス編」では 6 便を運行し、のべ 163 人が参加した。 

 さらに関西への広域避難者を支援するため、2011～12 年に３回、イベントを実施し、関西

に避難されている家族のべ 427 人の参加を得ることができた。また、企業市民活動推進セン

ターのネットワークを活かし、関西の企業が「文化」「スポーツ」「サービス」などで避難家族

に提供し、関西の良さを知ってもらい避難生活をサポートしようという「おもてなしプロジ

ェクト」も、２年間で 57 プログラムを提供し、のべ 1,244 人から申込みがあった。 

 また、関西の関係者が連携して「震災復興応援イベント『3.11 from KANSAI』」も、2012

年以降、毎年開催し、4 年間でのべ 25 プログラムを実施し、計 11,660 人の参加者を得た。 

                                                   
3 新潟中越地震を機に、災害ボランティアセンターの開設、支援の経験やノウハウを共有・継承する

ため、2005 年に発足。事務局は中央共同募金会。 
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②．その他の災害への対応 

 2011 年 9 月に起きた「紀伊半島大水害」、2012 年 8 月に九州北部や近畿で起きた「豪雨災

害」、2014 年 8 月に広島や北近畿で起きた「豪雨災害」では、いずれも災害救助法の適応対

象となる大災害となり、その復興に多くのボランティアが現地に駆け付けた。 

 そこで、以下のような形で災害ボランティアセンターの運営支援者の派遣などを行った。 

＜2011年：紀伊半島大水害＞ 

・新宮市災害ボランティアセンターと熊野川サテライトに、運営支援者を、のべ 17人日派遣。 

・ボランティアバス 8 便を運行し 86 人が参加。 

＜2012年：豪雨災害＞ 

・八女市災害ボランティアセンターに運営支援者を４人日派遣。 

・宇治市災害ボランティアセンターに運営支援者を４人日派遣。 

＜2014年：豪雨災害＞ 

・福知山市、丹波市にボランティアバスを 4 者合同で 2 便運行し 60 人が参加。 

・広島市災害ボランティアセンター、広島市安佐南区災害ボランティアセンター・八木サテ

ライトに運営支援者を 19 人日派遣。運営ボランティア 15 人日活動。 
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ボランティア・コーディネーション事業に関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応援センター、発足 

田中(加取)比呂子（元応援センター 職員） 

 発足前、車椅子障害者の外出介助の依頼

にコーディネーターとして応えることがほ

とんどできなかった。協会で活動ボランテ

ィアに依頼するが、限られた。街も今のよう

なヴァリアフリーとほど遠く危険も伴っ

た。脳性マヒの障害をもつ K さんたちの「家

族に頼らず、友達とお茶したい」 私にはあ

たりまえのことがかなわなかった。彼女た

ちの思いが協会に、この時響いた。協会が障

害者の団体にも呼びかけた。当時協会を嫌

った青い芝がともに会議に加わった。 

ひとりの思いを多くの人が共感し、知恵

をだしあった。熱い会議だった。 

学んだのは、真剣さと出会い 

辰己 隆(関西学院大学教育学部 副学部長 教授) 

学生時代、在宅障害児ボランティア推進

チームの活動で学んだことは、大きく二つ

あります。まずは、社会福祉の場におけるボ

ランティア活動を真剣にすることです。当

時の大 V 協はいい加減なことは許さなかっ

たので（私の印象）、様々な勉強・研修会に、

よく参加しました。おかげで、今の  職に

役立っています。 

 次に、人との出会いを大切にすることで

す。これは、結構簡単なようで、難しいこと

です。当時、苦手でしたが、少し上手になっ

たので、今でもかろうじて関われている様

な気がします。感謝いたします。 

 

市民による「共同の企て」 

筒井のり子（龍谷大学 教員） 

 「寝屋川市民たすけあいの会」で７年間 

働く中で、“来る 21 世紀は、ボランティア

コーディネーターの役割が市民社会づくり

の鍵になる！”と確信しました。 

 ボランティア活動は、「援助者」と「援助

の受け手」という関係ではなく、生活しづら

さの解消や夢の実現のための市民による

「共同の企て」なんだ。また分野や専門性を

超えて市民同士や専門職がつながることで

壁を突破できることがあるんだ。そうした

実感をなんとか言葉にしたい…。そして 

生まれたのが、あの『ボランティアコー  

ディネーター』（通称、犬の本）でした。 

 

ボランティアと社会の蜜月時代？ 

妻鹿ふみ子（東海大学 教授） 

 「ボランティア求む」の相談には基本すべ

て対応した。だからとんでもない依頼でも

とりあえずコーディネーターとして話は 

聞きに行った。忘れられないのは某有名 

製薬会社の社長宅から引きこもりの息子の 

相手、家具付き高級コンドミニアムのリッ

チな難病患者のわがままな依頼、十三の 

裏通りの白亜の御殿の奥様のお相手、等々

ディープな大阪のボランティア依頼の数々

だ。不思議なのはこんな依頼であっても 

ボランティアが見つかることがあった  

こと。ボランティアと社会の蜜月の時代 

だったのかも。社会に余裕があったという

べきか。私は鍛えられました。 
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ＩＴの活用は課題も多かったけど 

百瀬真友美（旧姓飯田）（自営業） 

ＶＩＳやＯＶネット、ＫＶネットは、  

その先駆性で世間からも注目されました

が、ボラ協の中ではちょっと異質だったと

思います。仲間の多い他の事業と違って 

チームもなく、ＩＴ面で行き詰まっても 

事務局で頼れる人もなし（失礼！）。 

 ＶＩＳ開発時のＳＥの寺田俊彦さんの 

残業中に職場を尋ねて教えを乞うたり、 

関西マルチメディアサービスにＫＶネット

への協力を依頼する時は延岡敏也さんが 

会社を休んで同行くださったり。専門家と

現場が協力しての挑戦は、ともに楽しんで

いただけたもの…と信じています。 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

０ 

１ 

２ 

３（19×13＝247 文字） 

「市民の会」 今も思い出す風景から 

南 多恵子（京都光華女子大学 講師） 

私が現地入りしたのは震災から10日ほど

してからで、その分、同心事務所の様子をよ

く覚えています。まだインターネットや携

帯電話も普及前で手だても限られ、被災地

で手いっぱいの現地職員からの連絡はなか

なかありません。被災地のコーディネート

が劇的に動く一方、大阪では淡々と静かな

時間が流れています。このギャップが 前

線と後方の職員の温度差につながり、 連

帯感の持ちにくさが課題となって現れてし

まいました。その後、定期的な情報共有の工

夫がなされる訳ですが、前線・後方  双方

とのコミュニケーションの重要性に気づい

た貴重な経験でした。 

 

つないだ人たちに置き去りにされる快感 

東牧陽子（元北河内ボランティアセンター 職員） 

脳性マヒの女性から「一緒に鍋物を作っ

て食べてくれる人を紹介してほしい」と 

いうヘルパーでは対応できない依頼が  

あり、自転車で通えるご近所の主婦を紹介

しました。マッチングの席では、緊張してい

たお 2 人でしたが、その数ヶ月後、食事の招

待を受けて出向くと、まるで昔からの友達

同士のような親密さ。なんだかちょっと取

り残されたような気持ちになりましたが、

この 2 人の関係を作るのに、一役買えたの

だなと思うと満足感が込み上げ、その夜は、

忘れられないものになりました。  そん

な忘れられない場面・つないだ人たちの笑

顔の思い出がたくさんあります。 

 

大学ボランティアセンターに勤めて・・・ 

川口謙造（神戸学院大学ボランティア活動支援室） 

 ボラ協から現職に移ったのは 2005 年で、

一から学生ボランティアの基地をつくるた

めに孤軍奮闘でした。その年の 12 月に大学

ボラセン担当者による「情報交換会」が実施

されたのが協議会の発端です。私には離れ

たボラ協に足を運ぶ機会であり、同職の横

のつながりを持てる場で助かりました。 

 もともと学生は得意ではなかったのです

が、大学でそんなことを言うてられないわ

けで、持ち前の楽観主義で学生のやる気（及

びやる気のなさ）を見守り続けています。

2011 年の大震災からは忙しい限りですが、

「私を律してしくみを残す」ことを哲学に

しています。 
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３．拠点、ネットワーク、相談対応での応援～活動援助事業の５０年 

 

 

 協会は現に活動する市民活動団体への応援にも熱心に取り組んできた。 

 その取り組みとしては、先の教育・研修事業やコーディネーションなどもあるが、これに

加えて、日常的な活動を支える会場や備品などの提供、さまざまな相談への助言などがある。 

 本章では、この点について見てみよう。 

（１）会場・備品などの提供 

 協会が事務所を設置する際、その条件として、交通の便が良いことや夜間や週末も使える

ことに加え、物理的な条件として、以下の「３点セット」を重視してきた。 

①協会の事務局スペース 

②市民活動団体が活動するための打ち合わせや作業のスペース 

③講座や集会に必要なホール的スペース……の３点だ。 

 ①の事務局スペースだけならば、そう広いスペースは必要ないが、②と③のスペースは広

いスペースが必要な上に常時利用があるわけではなく、経費に見合う収入を確保することも

容易ではない。このためこのスペースを自前で確保することは、協会経営上の大きな課題と

なってきた。 

 協会は、これまで以下のように事務所を移してきた。 

①日生済生会事務所 1965 年 11 月～ 1967 年 3 月 日本生命済生会内に間借り 

②心斎橋事務所  1967 年 4 月～ 1975 年 7 月 日本生命の元営業所を借用 

③扇町事務所  1975 年 8 月～ 1982 年 10 月 星和地所扇町ビル内に借用 

④同心事務所  1982 年 11 月～ 2012 年 12 月 大阪市立社会福祉研修センター 

（北区総合福祉センター）内に借用 

⑤大阪ＮＰＯプラザ 2002 年 4 月～ 2013 年 3 月 大阪ＮＰＯプラザの管理運営 

⑥ＣＡＮＶＡＳ谷町 2013 年 4 月～ 現在  大手前類第一ビル内に借用 

 このうち、①～③は、実際上、日本生命の支援を受け、①は無料で借り、②も２階建ての建

物を月額１万円で借用、③も日本生命の系列会社である星和地所（現・大林新星和不動産）

の所有するビルを安価に借りていた。なお、③の時期に大阪市より事務所家賃を補填する補

助金を受けていた。 

 なお、②の「心斎橋事務所」は木造モルタル 2 階建ての独立した建物で、営業所員のため
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に 3 畳ほどの畳の間もあったことから、職員に鍵を借りてボランティアが徹夜で利用したり、

遠方から訪ねてきたボランティアが数日間寝泊まりするなどの利用もあった。 

 ④の「同心事務所」は大阪市立社会福祉研修センターの一角（３階）を間借りする形で入

居。大阪市内の社会福祉従事者の研修施設だが、4 階の研修室は研修センターの研修事業が

ない時間帯に無償で借りることができ、利便性が高かった。しかし、2003 年に社会福祉研修

センターが西成区に移転したことから、大阪市と直接契約する形となり、極めて低額（407 ㎡

で年 85 万円強）の家賃だが共益費も含め自己負担額が増加。さらに、大阪市の市政改革で使

用料の値上げがなされることになったため、2012 年末に 30 年にわたった同心事務所を閉じ

ることとなった。 

 なお③④の拠点に近い天満市場周辺は大阪屈指のグルメ街。会合が終わったボランティア

たちが繰り出すことになった。 

 ⑤の「大阪ＮＰＯプラザ」（通称・ONP）は、協会が運営した最大の活動拠点。３階建て延

べ床面積 1,952.75 ㎡、駐車場を含む敷地は 1,725 ㎡。元・府税事務所だった場所を普通財産

として協会が借り受ける「官設備・民設・民営」方式、NPO 支援の専門店街（支援団体の結

集）と設立段階の NPO の活動拠点（インキュベーションスペース）という 2 つの機能、建物

の家賃分は大阪府の補助金でカバーされるものの、施設運営費は拠点設置団体の家賃収入と

会議室の貸出収入などで賄う自立的で自律的な経営形態…など、他にはないユニークな運営

が行われた。 

 しかし最新の耐震基準に満たず、改修による投資効果（約 2,000 万円で施設は改修でき、

市民活動の総合拠点を維持できた）よりも、跡地売却による収入を重視する判断がなされた

ことから、2013 年 3 月に閉館。跡地はマンションデベロッパーに 10 億円で売却された。 

 ⑥の「ＣＡＮＶＡＳ谷町」は、正式名称が「Citizen ANd Voluntary Action Square 谷町」。

ONP 閉館に伴い、新たな拠点を確保するにあたり、交通至便な場所で「３点セット」の条件

をクリアする場所を探した結果、大阪のメインストリートの一つ谷町筋に面するビルの 2 階

全フロア（約 300 ㎡）を借り切ることになった。この新拠点のあり方について、ワークショ

ップを繰り返した結果、事務室や研修室、会議スペースに加え、畳スペースや面接室も設け、

また初めて移転で面積が減ることになるため、収納スペースの工夫も必要になり、大規模な

改修をすることとなった。 

 そこで、この改修費用確保のため募金キャンペーンを実施。目標（800 万円）を大きく上回

る 299 件、総額 1,250 万円の寄附が寄せられ、機能的で温かみのある拠点を生み出すことが

できた。 

 なお、ONP から CANVAS 谷町への引っ越しは、引っ越し業者の手を借りず、約 60 人の

ボランティアの協力を得て実施。この点でも協会の「参加」の伝統が活かされた。 
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①．会議室の提供件数の推移 

 これらの拠点で市民活動団体に利用された会議室などの提供件数の推移を図 3-1に示す。 

 日生済生会事務所での記録は残っていないが、他の拠点の通算提供回数は 

・心斎橋事務所  2,091 回 ・扇町事務所   6,634 回 

・同心事務所  44,712 回 ・大阪ＮＰＯプラザ 42,172 回 

・ＣＡＮＶＡＳ谷町  3,277 回 

合計で 98,886 回となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②．事務所機能の提供件数の推移 

 一方、協会はグループ専用ロッカーなどを整備するとともに、扇町事務所以降は、専用机

を提供し電話も引けることで団体の事務所として活用できる仕組みも導入してきた。扇町、

同心の両事務所では、大阪手びきの会、おおさか行動する障害者応援センター、大阪セルフ

ヘルプ支援センターが週 1 日～7 日、事務所を開き、大阪 NPO プラザでは支援団体フロアや
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図3-1 市民活動団体への会場提供
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インキュベーションスペースに多くの団体が事務所を置いた。またＣＡＮＶＡＳ谷町でも「フ

レックスデスク」が利用できるようになっている。 

 そのうち、同心事務所（報告書に記載されている 2002 年度以降）と大阪ＮＰＯプラザの実

績を図 3-2に示す。大阪ＮＰＯプラザは 2009 年度にピークに達し、以後、2012 年度での閉

館に近づくにつれて入居団体の退去などで提供件数が減少していった。 

 両拠点での事務所機能提供日数は、以下のとおりであった。 

・同心事務所 のべ 4,303 日（2002 年度以降）  ・大阪ＮＰＯプラザ のべ 33,068 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③．印刷機の利用状況の推移 

 一方、協会は活動を支える様々な備品も提供してきた。そのうち、もっとも利用頻度の高

い印刷機器の利用状況の推移を図 3-3に示す。 
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図3-2 事務所機能の提供件数

同心事務所 大阪ＮＰＯプラザ

0

250

500

750

1000

1250

1500

73 75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09 11 13

図3-3 印刷機器の利用状況の推移
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 それぞれの拠点ごとの、のべ提供回数は以下のとおりである。 

・扇町事務所  3,652 回  ・同心事務所  14,139 回 

・大阪ＮＰＯプラザ 9,669 回  ・ＣＡＮＶＡＳ谷町    978 回 

 なお、この他、映写機、フィルム、ビデオ機器、テント、ハンドマイク、トランシーバー、

ピアノ、車いす、点字板、点字タイプ、参考図書などの貸し出しを行ってきた。 

 

（２）サロン・ド・ボランティア 

 市民活動を応援するには、会場や備品の提供、研修や相談などに加えて、ネットワークの

機会を作ることも必要だ。 

 事業報告書では、1967 年度から「大阪ボランティア連絡会」への支援の記述があり、その

後、1978 年度まで間欠的に活動が記載され、1969 年度から「養護施設訪問ボランティア連

絡協議会」「精薄児（者）ボランティア協議会」「点訳ボランティア連絡協議会」などの記述が

あり（いずれも数年後に記述が消えている）、1976 年度から「施設婦人ボランティア協議会」

（1980 年度から「大阪ボランティアのつどい」に名称変更）の活動が 1987 年度まで続き、

また 1983 年度から 1983 年度までは「大阪ボランティアグループ連絡会」の記載がある。さ

まざまな形でボランティア間の経験交流がなされ、時には協会の講座開催の主体になった。 

 そのような中、協会内にチームが作られて運営されたのが「サロン・ド・ボランティア」

だ。コーヒーを飲みながら、ボランティアが語り合う場で、共に自立生活運動に取り組む障

害者の参加も多かった。その開催実績を図 3-4 に示す。自由な雰囲気のサロンでの語らいか

ら新たな取り組みが生まれることも多く、地下鉄のバリアフリー化を進めた「誰でも乗れる

地下鉄をつくる会」が 1979 年に発足したのも、サロンでの意見交換がきっかけだった。 
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 なお、このようなサロン活動は、その後も形を変えて取り組まれており、たとえば大阪Ｎ

ＰＯプラザでも「ＯＮＰカフェ」という形で実施された。 

 

（３）直接、協会が応援する市民団体の推移 

 協会の会場や備品を利用する市民活動団体については、「登録グループ」という形での連携

関係を作ってきた。会場・備品の提供者と利用者という対抗的な関係を「利用主義」として

排し、活動拠点を維持する協会と活用する市民活動団体との連携を高めたいためだ。このた

め、毎年、「登録グループ意見交換会」を開き、より良い活動拠点となるよう努力してきた。

これにより、グループが自主的に会議室や事務所などの清掃活動を行ったり、バザーの実行

主体となるということも多かった。 

 さらに 2000 年度からは、市民参加と情報公開に積極的に取り組む市民団体の自主的ネッ

トワーク「市民参加と情報公開を進める NPO ネットワーク（通称、NPO 向上委員会）」を組

織した。さらに翌 2001 年度からは登録グループ制度との整理も進め、「会場利用登録」（従来

の登録グループに近い）と｢パートナー登録｣（従来の NPO 向上委員会加入団体に近い）の仕

組みを整備した（2002 年度からは、大阪ＮＰＯプラザを非営利団体として安く利用できる

「ONP 登録」も始めた）。 

 図 3-5 に、会場利用のみの志向が強い団体も多かった ONP 登録を除く、登録グループと

会場利用登録、パートナー登録のそれぞれの団体数の推移を示す。 

 団体の活動分野などは、紙数の都合上、紹介できないが、社会福祉分野に限らず、多様な

分野で活躍する市民活動団体が含まれている。 
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図3-5 協会が直接支援する団体の推移（ONP登録を除く）
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（４）「NPO推進センター」の取り組み 

①．ボランティアセンター機能とＮＰＯセンター機能の関係 

 1999 年 7 月、協会は新たな事業部門「NPO 推進センター」を開設した。もっとも、この

時点まで協会が NPO の支援事業に取り組んでいなかったわけではない。従来から、各事業部

門で取り組んできたが、それを総合的に取り組むために「推進センター」の開設となった。 

 そもそもボランティアセンターとＮＰＯセンターとは表 3-1 に示すように、その機能や対

象に重複がある。協会は両センターの機能を、それぞれ充実する戦略をとったわけである。 

表 3-1 「ボランティアセンター」と「ＮＰＯセンター」の機能対比9 

 
ボランティアセンター ＮＰＯセンター 

目的 
（使命） 

市民（ボランティア）の参加支援 
市民社会の活性化 

組織（NPO）の強化 
市民社会の活性化 

主な 
対象 
（顧客） 

市民個人（活動希望者） 
ボランティアグループ（無償団体） 
ボランティア受入希望者 
ボランティア受入希望組織（NPO） 

企業（主に社員のＶ活動支援担当） 
行政（主に社会福祉、生涯学習担当） 

 
NPO（NPO 法人、公益法人、任意団体
＝ボランティアグループなど）※有償
サービス実施団体を含む 

企業（NPO とのﾊﾟーﾄﾅーｼｯﾌﾟ担当） 
行政（NPO 担当） 

顧客の 

ニーズ 
市民・グループの場合 

＊ 養成・研修（例：Ｖ入門講座） 

＊ 活動先紹介 
＊ 活動支援（相談、会場、資金等） 

受入希望者・組織（NPO）の場合 

＊ 活動者紹介、受入担当者研修 

企業の場合 

＊ 社員のボランティア活動支援 等 

行政の場合 

＊ 市民の社会参加支援 等 

ＮＰＯの場合 

＊ 養成・研修（例：起業家セミナー） 

＊ 組織の設立支援 

＊ 組織活動の維持への支援 

（ボランティア等人材、資金等） 

＊ 企業・行政との仲介 

企業・行政の場合 

＊ 情報提供 

＊ 信用保証 

＊ 企業・行政による NPO 創造の相談
対応 

成果 

（事業 

評価） 

・活動意欲のある市民を、どれだけ具体
的活動につなぐことができたか 

・どれだけ市民としての成長を促すこ
とができたか 

・NPO をどれだけ生産性の高い組織に
できたか 

・NPO に「投資」（支援）した人が、ど
れだけ満足しているか 

機能 

（計画） 
・活動先紹介／活動者紹介 

（狭義のコーディネート事業） 

・ボランティア養成・研修事業 

・活動者（グループ）への支援 

・情報収集・整理 

・情報発信（広報、出版） 

・組織経営への相談・支援事業 

・専門従事者向け研修事業 

・他組織（他の NPO・企業・行政）と
の仲介（コーディネート事業） 

・情報収集・整理 

・情報発信（広報、出版） 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
へ の 姿
勢 

・ボランティアの自己実現の支援 

 

 

・NPO の円滑な運営のために活用 

・組織の目標達成に合致するボランテ
ィアを選定、訓練 

NPO へ
の姿勢 

・ボランティア受入先として連携支援 

・安易なボランティア活用を抑制 

・NPO の自立への支援 

 

                                                   
9日本社会福祉学会第 46 回全国大会での筒井のり子・龍谷大学教授の研究発表から 
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②．行政との協働事業の拡大 

 NPO 推進センターを創設した 1999 年は「横浜市における市民活動との協働に関する基本

指針」（いわゆる「横浜コード」）が発表された年であり、いわば「市民協働元年」。それまで

は、企業との間で使われることの多かった「協働」という言葉を、行政（特に地方自治体）が

盛んに使いだすようになった。 

 そして、その「市民活動との協働」を進めるための施策づくりなどを協会に委託する自治

体が急増することになった。その推移を図 3-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1999 年度に箕面市から「非営利公益市民活動促進委員会」の事務局業務受託を受けて以降、

大阪府、吹田市、高槻市、厚生労働省（勤労者マルチライフ支援事業）、大東市、茨木市、大

阪市、福井市、岬町から、順次、市民活動の活性化や市民活動と行政との協働に関する施策

づくりについて事業受託を請けることになった。さらに 2011 年度から 2 年間は、「新しい公

共支援事業」による事業受託も受けることになった。 

 以下に、その事業名を年度ごとに報告する（継続分は初年度のみ記載）。 

表 3-2 市民活動推進などに関わる自治体との協働事業の実績 

年度 協働先 事業内容 

1999 箕面市 「非営利公益市民活動促進委員会」事務局業務を受託 

2000 箕面市 「箕面市民活動支援センター設立準備会」運営サポートを受託 

吹田市 「市民活動と行政の協働促進研究会」事務局業務を受託 

大阪府(生) 「ボランティア活動活性化プロジェクト」公募事業を受託 

大阪府(生) 「NPO 運営マネジメント支援プログラム事業『NPO 運営強化のためのサ

ポートプロジェクト』」を受託(～2003) 
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図3-6 自治体からの事業受託件数の推移
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2001 高槻市 「市民活動促進懇話会」運営に協力 

高槻市 「市民活動団体意向調査」を受託 

大阪府(生) 「ボランティア国際年関連事業『NPO との協働推進プロジェクト公募

事業』」を受託 

吹田市 「市民公益活動団体の活動内容紹介冊子」作成を受託 

吹田市 「市民公益活動に関する市民意識調査」を受託 

2002 大阪府(商) 「コミュニティ・ビジネス創出支援事業」を受託（～2004） 

2003 大東市 「市民活動基盤整備事業」を受託 

茨木市 「市民公益活動推進懇話会中間報告書作成業務」を受託 

大阪府(商) 「コミュニティ・ビジネス創出支援プロジェクト（情報部門・相談部

門）」を受託（～2004） 

大阪府(生) 「大阪楽座事業」事務局業務を受託 

2004 大阪府(生) 「NPO 協働研修事業」を受託（～2007） 

大阪府(生) 「NPO 協働事業評価システム構築事業」を受託 

大阪府(商) 「先導的 CB 創出支援事業」を受託 

2005 大阪府(商) 「地域創造ビジネスモデル構築事業」を受託（～2007） 

大阪府(商) 「地域における CB 支援環境の創出事業」を受託（～2007） 

大阪府(生) 「大阪府 NPO 情報ネット」事務局業務を受託（～2012） 

茨木市 「市民公益活動の推進に関する基本指針・計画作成サポート業務」を

受託 

大東市 「『市民活動に関する市民懇話会』事務局サポート業務」を受託 

2006 茨木市 「市民公益活動の支援策等業務」受託（～2007） 

大東市 「市民協働を推進するための職員研修業務」受託（～2008） 

2009 大阪市 「NPO、ボランティアグループのためのレベルアップ講座」事業を受

託（～2014） 

2011 大阪府(生) 「大阪府内の NPO 会計・法制度改正の普及促進事業」および「NPO

の『会費』『寄付』拡充のための研修・出張コンサル事業」を受託 

福井市 「ボランティア活動推進施策のアドバイス事業」を受託 

岬町 「災害時における要援助者等を地域で支え合う人材育成事業」を受託 

2012 大阪府(生) 「『認定 NPO 法人の取得・NPO 法人会計基準・導入検討』および『“寄

付”“支援者”の拡大』のための実践型プログラムの実施」事業を受託 

 この他、2002 年度から 2012 年度まで大阪ＮＰＯプラザの運営を担うとともに、NPO 推進セ

ンターの業務ではないが、2001 年度から 2003 年度まで厚生労働省の助成を受け、「勤労者マル

チライフ支援事業」も実施した。 

③．さまざまな相談への対応 

 一方、NPO 推進センターに寄せられる様々な相談の推移を図 3-7に示す。図で「入門・相

談」は NPO の設立や法人格の取得、定款作成、団体設立に関する相談、「企画・運営・コン

サル相談」は事業の企画や組織運営、会計や税務などに関する相談、「事例・人材・連携整備・

問合」は先進事例や連携先、講師や人材など問合せ、そして「Ｖとの協働/CSR/施策相談」は

ボランティアの応援や企業との連携、NPO 支援施策に関する相談を、それぞれ示している。 
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④．「寄贈品仲介プロジェクト」 

 協会は企業市民活動推進センター部門などを通じて多くの企業とネットワークを築いてい

ることから、企業から NPO に商品や備品などの寄贈の相談を受けている。その実績を図 3-

8 に示す。なお、2007 年度から 12 年度は図で示した実績以外に、大阪ＮＰＯプラザの入居

団体にも提供されているが、利用団体数は分からない。 
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活動援助事業に関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サロン・ド・ボランティアと私 

安東秀之（元サロン・ド・ボランティア チーム員） 

初めてのサロン・ド・ボランティアに参加

するため、扇町の地下の会場に行った時『自

分が探していた活動はこれや』と感じるもの

があり、以後、月２回の開催日には必ず参加

しました。そして、サロンのチーム員となり、

大阪ボランティア協会の活動にも深くかかわ

るようになりました。 

 サロンの活動を通じて人と出会い、つな 

がって行くことの大切さを考えるようになっ

たことが、私のボランティア活動の原点だっ

たと思います。サロンに行ってなければ今の

自分はないと言える位、人生の大きな分岐点

であった活動だったと思います。 

専門店街が生み出す協働と競争 

山田裕子（大阪ＮＰＯセンター 副代表理事） 

 大阪 NPO プラザ入居当初、よく「ボラ協と

どう違うの？」と聞かれました。大阪 NPO 

センターの特徴が発信されていなかったの 

です。 

 「NO.1 にならなくてもいい、もともと特別

な Only one(^^♪)」日常的に顔の見える関係

があるからこそ、専門性の違いがわかるプラ

ザの機能がチャンスになると思いました。 

 選択肢の広がりが市民社会を活性化させま

す。そんな仲間がいる心強さが、様々なチャ

レンジに繋がり、課題解決へのパワーとなっ

て、ワクワク！ 時々寝られず！ 無我夢中の

11 年でした。 

深夜にメールが飛び交う日々 

岡本友二（大阪ボランティア協会 常任運営委員） 

 1999 年のＮＰＯ推進センターの発足に、 

センター運営委員長としてかかわる機会を

得ました。NPO 法（通称）の施行から日も 

浅く、世の中も「NPO」のキーワードが溢れ

ており、熱気のある中でセンターはスタート

を切りました。 

 事務局の水谷綾さん、永井美佳さんたちか

らは、深夜にも相談や報告のメールが次々と

送信されてきました。職員はいつ寝ているの

か、とても心配しました。 

 振り返ると、当時のみんなの頑張りは、 

今日の協会の NPO 支援の充実に結びついた

のだと、誇らしく感じます。 

なぜ、協会がコミュニティビジネス支援？ 

岡村こず恵（大阪ボランティア協会 事務局主幹） 

「協会がなぜビジネス支援をするのか」は 

意見が分かれました。それでもトライを決め

たのは、事業による問題解決力のある NPO

が増えると、社会的影響が大きくなると読ん

だからです。また、もともと「運動」と「事

業」の両方にチャレンジしてきた協会にとっ

て、それほど違和感はありませんでした。 

 始まってみると毎日が発見の連続でした。

日常的に使うビジネス用語や発想、評価基準

などが全然違います。でも、「社会を少しでも

良くする事業を育てる」という想いは共通。

時には熱く意見を戦わせながら、互いの理解

と信頼関係を深めていきました。 
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４．視点の提案と理論構築～情報発信・研究出版事業の５０年 

 

 

 大阪に拠点を置く「ローカルな市民活動センター」と見られてもおかしくない協会だが、

少なくとも市民活動の推進に関わる人々の間では全国的に一定の知名度を保っている。その

理由として 50 年目を迎える歴史の厚みもあるが、それ以上に鍵となっているのは、創立当初

から、オピニオン誌を通じた全国への発信、出版物の発行、そして各種の研究活動の取り組

みが続けられたことだ。 

 協会は創設翌年の 1966 年 7 月に『月刊ボランティア』を創刊。市民活動の幅が広がりボラ

ンティアだけで捉えられなくなった 2003 年 1 月から誌名を「喜んで～する」の意味をもち、

voluteer の語幹でもあるラテン語『ウォロ(volo)』に変更した。2014 年度末で通巻 499号（本

誌発行の 11 月で 503 号）を発行してきた。 

 また、同じ 1966 年に谷川貞夫氏著の「Ｖシリーズ No.1『ボランティア・サービス』（日本

生命済生会刊）を発行して以降、さまざまな書籍の編集・発行を行い、その総数は 176 点に

のぼる。以下、こうした情報発信、研究出版活動の 50 年を概観する。 

 

（１） 情報発信事業の 50年 

 協会の情報発信事業は、2014 年度末で通巻 499 号を数えた「月刊ボランティア」「ウォロ

(volo)」という総合情報誌の発刊を柱にしつつ、メールマガジン、ホームページなど、さまざ

まな媒体を活用して取り組んできた。 

 本誌では主に「月刊ボランティア」「ウォ 

ロ（volo）」を中心に、協会の情報発信事業 

をたどりたい。 

①．大阪だけに留まらない「月刊ボランティア」 

「ウォロ（volo）」の読者層 

 図 4-1に 2014 年度の「ウォロ（volo）」 

の送付先、すなわち読者の所在地別状況 

を示した。 

 大阪市内・府内で 56%を越えるものの、 

近畿圏までに広げても 70％。残りの 30% 

は関東など遠隔地の読者となっている。 

 後述するように長く連載を続けている 

大阪市内

42%

大阪府内

14%

近畿

14%

関東

13%

中部

7%

九州

4%

中・四国

4%
東北・北海道

2%

図4-1 2014年度のウォロ読者割合
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「Ｖ時評」は地域を超える内容となっているし、特集で紹介する事例も全国から取材、さら

に国際的なニュースや被災地の状況など、大阪・関西に限定しない情報発信を心掛けてきた

結果だと言える。 

②．「月刊ボランティア」「ウォロ（volo）」の読者数の推移 

 その「月刊ボランティア」「ウォロ（volo）」の有料購読所数の推移を、図 4-2に示す。ただ

し、有料購読者数の総数が報告書に記載されているのは 1999 年度から。1990 年度から新規

購読者数の実績が示され、1998 年度から月刊ボランティアも購読している個人会員数が記載、

2001 年度からその実績が個人会員ではなく会員（つまり団体賛助会員も含む）と記載される

ようになった。また 1998 年度から団体賛助会員でもある近畿労働金庫がまとめて購読し、会

員労組や店舗などでの閲覧に提供していることから、この実績も加えている。図で 1999 年

度、2000 年度の棒グラフにある「個人会員外購読者数」には月刊ボランティア購読者のほか

団体賛助会員なども含まれ、また 1998 年度の棒グラフにはその数が不明のため反映されて

おらず、この年度の購読者数はもっと多いことになる。 

 新規購読件数は、阪神・淡路大震災が発災した翌年度である 1995 年度、「ウォロ（volo）」

へ誌面変更を行った 2003 年度、そして紙型変更時の購読者拡大キャンペーンを行った 2014

年度に大きく伸びている。なお図で左側の軸が棒グラフのメモリ、右側の軸が折れ線グラフ

のメモリとなっている。 
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③．判型の変遷と連載記事 

 「月刊ボランティア」「ウォロ（volo）」の判型は、以下のように変遷してきた。 

創刊号(1966 年 7 月号)～21 号(1967 年 3 月号) Ｂ５判〔年史特別号以外４ページ〕 

22 号(1967 年 4 月号)～193 号(1984 年 3 月号) タブロイド判 

〔46 号（70 年 4 月号）まで 2 ページ、47 号（70 年 5 月号）から 4 ページ〕 

194 号(1984 年 4 月号)～381 号(2002 年 12 月号) Ｂ５判 

〔8 ページから始まり、16 ページ、20 ページ、32 ページ、36 ページと増ページ。 

328 号(1997 年 9 月号)から表紙をカラー化〕 

382 号(2003 年 1･2 月号)～493 号(2014 年 3 月号) ＡＢ変形判（「ウォロ(volo)」に改題） 

〔48 ページ〕 

494 号（2014 年 4・5 月号）～現在まで  Ａ４判 

〔32 ページ。うち 16 ページをカラー化〕 

この「器」に様々な特集や連載記事を掲載してきた。その掲載回数を以下に示す。 

特集     ４７８（1967 年 4 月～） 

Ｖ時評     ４５６（1970 年 5 月～。2014 年 6･７月から 2 本掲載） 

漫･Ｖｏ･Ｕ   ３３２（1968 年 4 月～2000 年 3 月） 

この人に    ２９１（1984 年 4 月～） 

現場は語る    １６２（1997 年 1･2 月～） 

私の(市民活動)ライブラリー  １５２（1998 年 4 月～。「私の本棚」を含む） 

私のボランティア初体験  １３１（1997 年 4 月～2014 年 3 月） 

ゆき＠     １００（2002 年 1・2 月～2011 年 12 月） 

(おしゃべり)アゴラ    ９３（2002 年 4 月～。「３つ星な店」を含む） 

語り下ろし市民活動    ８４（2005 年 7・8 月～2014 年 3 月。26 人を紹介） 

うぉろ君     ８０（2006 年 7・8 月～） 

 上記に示すように「月刊ボランティア」「ウォロ（volo）」で重視してきたのは、活動に関わ

る課題を掘り下げる「特集」であり、その時々の事象に対する「主張・オピニオン」であり、

またボランティアコーディネーターの現場での実践の共有だった。 

 そこで特に「特集」と「Ｖ時評」について、その内容を分析する計画だったが、必要な作業

量に作業時間が追い付かず、今回は断念した。今後、機会があれば、挑戦したい。 

 

 もっとも、この間には深く反省しなければならない内容を掲載してしまったこともあった。 

 1984 年 10 月号（199 号）では、「施設に嫌われたＶグループ～『もう来るな』とならない

ために」と題する 2 ページの特集を掲載した。 
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 大阪府内のある福祉施設で活動していたボランティアグループが、施設から活動継続を拒

否される事件が起こった。特に施設の状況に批判的なグループリーダーの言動に施設が反発

し、「そのリーダーが辞めれば、活動を続けても良い」と宣告した。 

 この事態が起こった背景を探り、どうような形で事態を打開すべきかを検討するべきとこ

ろだが、実際の誌面では十分な取材ができないままリーダーの活動姿勢に課題があると解説

し、事態の背景にある福祉施設側の問題などへの言及がなく、グループやリーダーの主張も

掲載しない、極めて公正性を欠く内容となった。このため、施設やグループ名などはすべて

匿名であったとはいえ、当該グループから強い批判を受けることになった。 

 次号に「10 月号の本誌特集「施設に嫌われたＶグループ」では、取材・表現の不十分さか

ら、グループのみが悪いというようなイメージを与えてしまいました」と釈明したものの、

編集サイドの問題については言及せず、その点でも問題のある対応となった。 

 その後、話し合いを経て、翌年のグループでの総会で協会が明確に謝罪し、関係修復がな

されることになったが、これはそれまでの編集体制を甘さが露呈した事態でもあった。 

 現在、多くのボランティアの協力で校閲体制を強化し、このような事態が再発しないよう

努めている。 

④．ホームページのアクセス数 

 紙の媒体だけでなく、インターネットや SNS、メールマガジンを通じた発信も積極的に進

めてきた。 

 図 4-3 に協会のホームページ「ぼらやねん（Volajanen）」のアクセス数の推移を示す。

Windows95 が発表された翌年の 

の 1996 年に開設したが、東日本

大震災の発災以降、アクセス数

が倍増している。ホームページ

のトップページには、「協会の

最新オピニオン」として、「ウォ

ロ（volo）」に掲載している「Ｖ

時評」を全文掲載している。 

 一方、メールマガジンとして

「関西人のためのボランティア

活動情報メールマガジン」

「NPO ぼいす」「裁判員 ACT 通

信」の 3 本を運用している。 
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図4-3 ホームページの年間アクセス数の推移
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（２） 研究・出版事業の歩み 

 50 年間の新規出版点数の推移を図 4-4に示し、そのリストを次ページから紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4-4 で、最初の 5 年間（1965～69 年度）に早くも外部出版社から書籍を発行している

が、これはミネルヴァ書房から発行した新書『ボランティア活動』だ。この時点では、協会の

知名度が低いことも考慮して、柴田善守・初代理事長の編集として発行されているが、実際

には協会に関わる人々の共同執筆で発刊された。 

 次の 1970～74年度には、ボランティアグループの実態調査と事例集の発行が盛んになる。

さらに 1973 年度には、過去に発表されたボランティア活動関係の文献を収集・整理した『ボ

ランティア活動の理論』も発行された。日本で最初にボランティア活動について触れた文献

は何かなどを探求したもので、当時が調査のギリギリのタイミングだったであろう。 

 もっとも出版点数が多いのは 1975～79 年度だ。これは、この時期に年 4 回発行を目指し

た「季刊ボランティア」を頻繁に発刊したことを反映している（創刊号は 1974 年度発刊）。

このシリーズは、その後、「ボランティア活動研究」「ボランタリズム研究」と続く研究誌の

端緒となった。 

 1980～84 年度は外部出版社からの書籍発行が増えだす。中でも『ボランティア＝参加する

福祉』は、ボランティア活動を善意や愛情といった情緒的な観点からではなく、「参加」の意

味に焦点を当て、14 刷を重ねるロングセラーとなった。 
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図4-4 新規出版点数の推移
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 1985～89 年度では、ロングセラーの『ボランティアコーディネーター ～その理論と実際』

が発刊された。「共同の企て」の関係になることで、応援依頼者とボランティアが対等な関係

になりうることを体系的に示したのは、この時期だ。また、福祉系の学生のためのサブテキ

スト「福祉小六法」に加えて、新たに『福祉・看護・保育を学ぶ学生のための社会福祉』を発

行。ここでも、単なる教科書ではなく、市民として課題に関わる視点を重視した。 

 1990～94 年度は「ボランティアテキストシリーズ」を活発に発刊。中でも『知らされない

愛について』は、協会発行書籍の中でもっとも多い 12 刷を重ねている。 

 1994～99 年度には、講演録のブックレット化を行い、講演会参加者以外にも内容の共有が

できるよう努力した。また「ボランティアコーディネーター白書」の発刊が始まったのも、

この時期だ。 

 2000～04 年度には、新たに NPO 関係の書籍も発刊を開始。月刊ボランティアの合本発行

などもあって、この時期も出版点数が多くなっている。 

 2005～09 年度には、協会を舞台にした市民活動の歴史を座談会での証言から活写した「市

民としてのスタイル―大阪ボランティア協会 40 年史」を発刊。さまざまな人々の熱い思いで成長してき

た協会の歩みを紹介し、有料での購読者も多い。 

 2010～14 年度は出版点数が減少したが、「ボランタリズム研究」を創刊。また職員の協働

で「テキスト市民活動論」を発刊した。さらに長い編集期間を経て『ボランティア･NPO･市

民活動年表』を発刊。日本 NPO 学会 林雄二郎賞を受賞した。 

 その結果、協会は「ボランティア活動」に関する文献 91 点、「ボランティアコーディネー

ション」に関する文献 10 点、「NPO」に関する文献 5 点、自主出版時の福祉小六法を含む講

座テキスト 16 点、活動事例集 5 点、調査等の報告書 9 点、協会年史 4 点、中央法規出版刊

の福祉小六法 27 点、その他、外部出版社を通じて 11 点の計 178点を 50 年間に発刊した。 

 

５０年間の出版活動の歩み 

年度 出版物の書名（版型・編著者）、発行者名 

1965 ・「保険と福祉」（日本生命済生会）に“ボランティアのページ”掲載 

1966 ・Ｖシリーズ No.1「ボランティア・サービス」（B6判、42P）[谷川貞夫]日本生命済生会 

・Ｖシリーズ No.2「共同社会開発としてのボランティア活動」（B6判、30p）[竹内愛二]日本生命済生会 

1967 ・Ｖシリーズ No.3「（続）共同社会開発としてのボランティア活動」（B6判）[竹内愛二]日生済生会 

・Ｖシリーズ No.4「ボランティアつくり」（B6版、18p）[上田官治著] 

1968 ・「あなたも立派なボランティアになってください」（パンフレット、A5判、5p） 
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1969 ・「ボランティア活動」（新書判）[柴田善守編]ミネルヴァ書房 

・Ｖシリーズ No.5「病院ボランティアの実際」（B6判、25p）[牧野夫佐子著] 

1970 ・「施設ボランティアの実態－大阪府下社会福祉施設への市民の参加状況と施設のニード意

識調査の報告」（B5判、43p） 

1971 ・Ｖシリーズ No.6「老人のためのボランティア活動」（B6判、44p）[森幹郎著] 

・「ボランティア活動事例集－71年度」（B5判、39p） 

・「ボランティア・ハンドブック（71）」（B6判、171p）[晧養社と共編] 

・Ｖの役割シリーズ No.1「養護施設でのボランティア活動」（B5判、28p） 

・Ｖの役割シリーズ No.2「肢体不自由児のボランティア活動」（B5判、21p） 

1972 ・「点訳の友-改訂点訳講習会テキスト」（B5判、48p）[山本ふみ江ほか編、早川福祉会館] 

・Ｖの役割シリーズ No.3「盲人福祉とボランティア活動」（B5判、23p） 

・Ｖの役割シリーズ No.4「精神薄弱とボランティア活動」（B5判、37p） 

・「大阪府下（大阪市も含む）における施設ボランティアの実態」（B5判、39p） 

・「ふれあうもの－ボランティア活動事例集・72年度」（B5判、31p） 

1973 ・「ボランティア・ハンドブック(73～74)」（B6判、207p）[晧養社と共編] 

・「ボランティア活動事例集－心をつなぐ」（B5判、28p） 

・Ｖの役割シリーズ No.5「地域社会とボランティア活動」（B5判、42p） 

・「ボランティア活動の理論－ボランティア活動文献資料集」（B5 判、307p）[高森敬久、小田兼三、

岡本栄一編著] 

1974 ・季刊「ボランティア活動創刊号」－特集・社会福祉施設とボランティア活動（A5判、61p） 

・「みんなで生きる－ボランティア活動事例集・74年度」（B5判、34p） 

・「大阪におけるボランティアグループの実態とニード」（B5判、46p） 

1975 ・季刊「ボランティア活動第 2号」－特集・コミュニティ・ケアとボランティア活動（A5判、63p） 

・「福祉小六法」（B6判、149p－第 1版第 1刷）[協会編] 

・季刊「ボランティア活動第 3号」－特集・学習権とボランティア活動（A5判、63p） 

・「福祉小六法」（B6判、149p－第 1版第 2刷）[協会編] 

・季刊「ボランティア活動第 4号」－特集・行政とボランティア活動（A5判、63p） 

・「婦人のボランティア活動」（新書判、238p）[待井和江、広瀬夫佐子編著] 

・「協会 10年史（抄）」（B5判、30p） 

・「ボランティア・ハンドブック（75～76）」（B6判、240p）[晧養社と共編] 

・季刊「ボランティア活動第 5号」－特集・ボランティア活動への提言（A5判、58p） 

1976 ・季刊「ボランティア活動第 6号」－特集・ボランティア活動の原点（A5判、65p） 

・季刊「ボランティア活動第 7号」－特集・老後問題とボランティア活動（A5判、63p） 

・季刊「ボランティア活動第 8号」－特集・社協はボランティアセンターになりうるか（A5判、61p） 

・季刊「ボランティア活動第 9号」－特集・障害者とボランティア活動（A5判、61p） 
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・「ボランティア活動事例集－わかちあい」（B5判、22p） 

・「福祉小六法」（新書判、149p－第 1版第 3刷）[協会編] 

1977 ・「Ｎ市における地域ケア開拓プロジェクト構想」（B5判、21p） 

・「福祉小六法」（新書判、149p第 1版第 4刷）[協会編] 

1978 ・「アメリカにおける老人ボランティア活動」（A5判、16p）[池川清著] 

・「ボランティア・コーディネーターの手引き（案）」（B5判、74p） 

・「女性の職業とボランティア活動」（四六判、236Pp[ハータ・ローザ著、柴田善守監訳]相川書房 

・「ボランティア・ハンドブック（4訂版）」（B6判、223p）[晧養社と共編] 

・季刊「ボランティア活動」第 10号－特集・グループ活動とボランティアの自立（A5判、58p） 

1979 ・「ボランティア・バンク報告書－昭和 53年度」（B5判、22p） 

・Ｖテキストシリーズ No.1「社会福祉の歴史とボランティア活動－イギリスを中心として」（A5 判、78p）

[柴田善守] 

1980 ・Ｖテキストシリーズ No.2「入門・ボランティア活動－管理社会への挑戦」（A5判、73p）[岡本栄一] 

・Ｖテキストシリーズ No.3「ボランティア・コーディネーターの手引き（増補版）－専門ワーカーの役割

とは何か」（A5判、84p） 

・「ボランティア=参加する福祉」（四六判、330p）[岡本栄一他著]ミネルヴァ書房 

・「福祉小六法」（新書判、157p－第 2版第 1刷）[協会編] 

1981 ・「ボランティア活動研究創刊号」－特集・女性とボランティア活動（A5判、87p） 

・「ボランティア・バンクの現状と課題－ボランティアに対するニードの動向」（A5判、57p） 

・「新しいボランティア活動」（A5判、66p）[協会編] 

・「福祉小六法」（新書判、157p－第 3版第 1刷）[協会編] 

・「ボランティア・ハンドブック（5訂版）」（B6判、519p）[大阪府社協・大阪市社協と共編] 

・「ボランティア活動研究第 2号」－特集・ボランティアは生き残れるか（A5判、75p） 

1982 ・「ふれあい－在宅ボランティア推進グループの記録」（B5 判、46p）[在宅ボランティア推進グループ編] 

・「福祉小六法」（新書判、179p－第 4版第 1刷）[協会編] 

1983 

 

・Ｖテキストシリーズ No.4「日々の暮らしとボランティア活動－日常生活とのかかわり」（A5判、94p）[巡

静一] 

・「老人ボランティア－その実際と進めかた」（四六判、317p）ミネルヴァ書房 

・「老人介護日記」（四六判、243p）中央法規出版 

・「ボランティア活動研究第 3号」－特集・ボランティア活動は教育に迫れるか（A5判、79p） 

1984 ・「福祉小六法」（新書判、180p－第 5版第 1刷）[協会編] 

・「ボランティア教育の歴史と展望－初級スクール 50期の歩みから」（A5判、91p） 

・「サマー・ボランティア計画’84 実施報告書」（B5判、141p） 

1985 ・「月刊ボランティア縮刷版」（A4判、790p） 

・「福祉小六法」（新書判、196p－第 6版第 1刷）[協会編] 

1986 ・「ボランティア活動の理論Ⅱ’74～’84 活動文献資料集」（B5判 321p）[小笠原慶彰、早瀬昇] 
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・「福祉小六法」（新書判、226p－第 7版第 1刷）[協会編] 

1987 ・「変革期の福祉とボランティア」（四六判、254p）ミネルヴァ書房 

・「福祉小六法 1987年版」（新書判、244p－第 8版第 1刷）[協会編] 

・「福祉小六法 1988年版」（新書判、276p－第 9版第 1刷）[協会編] 

・「ボランティア活動研究第4号」－特集・ボランティア需給調整活動の現状と課題（A5判、80p） 

・「与えて思わず」（B6判、161p）[岡本栄一] 

・「ひろがり－婦人スクール 20年のあゆみ」（A5判、96p）[婦人ボランティアスクール推進チーム] 

・「なにわに拓く 大阪ボランティア協会 20年史」（B5判、418p）[協会 20年史編集委員会] 

1988 ・「福祉に生きたなにわの女性たち」（四六判、213p）[右田紀久恵・井上和子編]編集工房ノア 

・「福祉小六法 1989年版」（新書判、292p－第 10版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

・「ボランティア活動研究第 5号」－特集・高齢者ボランティアのゆくえ（A5判、80p） 

1989 ・Ｖテキストシリーズ No.5「ボランティアにおくる 14章－活動を深めるためのキーワード」（A5判、125p）[今

江祥智、樋口恵子、牧口一二、嶋田啓一郎、小此木啓吾、黒川昭登、槌田劭、伊藤友宣、岡本栄一他] 

・Ｖテキストシリーズ No.6「ボランティア活動の今日的課題」（A5 判、80p）[巡静一] 

・Ｖテキストシリーズ No.7「ボランティア・コーディネーター-その理論と実際」（A5 判、230p）[筒井のり子] 

・「福祉・看護・保育を学ぶ学生のための社会福祉」（A5判、216p）[岡本榮一、小笠原慶彰編] 

・「コーヒーをのみながら… サロン・ド・ボランティア５年のあゆみ」（A5 判、68p）[『サロン・ド・ボ

ランティア５年のあゆみ』編集委員会] 

・「福祉小六法 1990年版」（新書判、298p－第 11版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

・「ボランティア・ハンドブック 1990年度版」（A5判、300p） 

1990 ・「ボランティア活動研究第 6号」-特集・男性とボランティア活動（A5判、75p） 

・Vブックレット・シリーズ創刊号「井戸の底に見たものは～私のアジア体験」（A5判、60p）[村上公彦氏講演録] 

・V ブックレット・シリーズ第 2 号「ボランティア学習の世界～若者たちの社会参加を演出する」（A5 判、

64p）[榊定信氏講演録]  

・「逃げた“ヨナ”－ボランティア活動の周辺」（A5判、234p）[岡本栄一] 

・「福祉小六法 1991年版」（B6判、300p－第 12版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1991 ・Ｖテキストシリーズ No.8「ボランティアのためのカウンセリング入門」（A5判、76p）[白石大介] 

・Ｖテキストシリーズ No.9「知らされない愛について」（A5判、106p）[岡知史] 

・Ｖブックレット・シリーズ 3 号「ザ・ピースボート」（A5判、64p） [辻元清美氏講演録] 

・「福祉小六法 1992年版」（B6判、312p－第 13版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1992 ・「ボランティア活動研究第 7号」-特集・ボランティア活動と企業市民活動（B5判、97p） 

・Ｖブックレット・シリーズ 4 号「ちょうどよい目の高さでの福祉教育」（A5判、80p）[鳥居一頼氏講演録] 

・「福祉小六法 1993年度版」（B6判、334p－第 14版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1993 ・ＶテキストシリーズNo.10「元気印ボランティア入門～“自由”と“共感”の活動論」（A5判、145p）[早瀬昇] 

・「月刊ボランティア（合本Ⅳ）」（B5判、430p） 
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・「福祉小六法 1994年度版」（B6判、428p－第 15版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1994 ・「ボランティア・ガイドブック～共感主義ボランティア入門(For Love not money；A handbook 

for volunteer)」[翻訳監修：協会、監訳：小笠原慶彰]誠信書房 

・Ｖテキストシリーズ No.11「ほんのすこしの神に近い部分」（A5判、104p）[岡知史] 

・「ボランティア活動研究第 8号」-特集・介護”保障“とボランティア活動（B5判、85p） 

・「福祉小六法 1995年度版」（B6判、422p－第 16版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1995 ・Ｖテキストシリーズ No.12「福祉教育のキーワードと指導のポイント」（A5判、157p）[鳥居一頼] 

・「福祉小六法 1996年度版」（B6判、436p－第 17版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1996 ・Ｖテキストシリーズ No.13「共感のマネジメント」（A5判、117p）[松本修一] 

・「基礎から学ぶボランティアの理論と実際」（A5判、216p）[巡静一、早瀬昇]中央法規出版 

・「福祉小六法 1997年度版」（B6判、436p－第 18版第 1刷」[協会編]中央法規出版 

・「月刊ボランティア（合本Ⅵ）」（93年 9月号～94年 12月号） 

・「月刊ボランティア（合本Ⅶ）」（94年 1月号～96年 3月号） 

・「震災ボランティア」-応援する市民の会活動報告書（A4判、207p） 

・「なにわボランティアものがたり」（大阪ボランティア協会 30年史）（B5判、127p） 

1997 ・「ボランティア活動研究第 9号」-特集・ボランティアと NPO（B5判、85p） 

・「福祉小六法 1998年度版」（B6判、535p－第 19版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

・「知っていますか？ボランティアと人権一問一答」（A5判、107p）[牧口明・早瀬昇]解放出版 

1998 ・Ｖテキストシリーズ No.14「施設ボランティアコーディネーター」（A5判、163p）[筒井のり子] 

・Ｖテキストシリーズ No.15「これからのボランティア」（A5判、70p）[巡静一] 

・「月刊ボランティア（合本Ⅷ）」（96年 4月号～97年 7・8月号） 

・「福祉小六法 1999年度版」（B6判、472p－第 20版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

1999 ・「ボランティア活動研究第 10号」-特集・介護保険と市民（B5判、90p） 

・「ボランティアコーディネーター白書 1999・2000」（A4判、151p）[白書編集委員会編] 

・Ｖテキストシリーズ No.16「自治体・公共施設のためのボランティア協働マニュアル」（A5 判、140p）

[早瀬昇・妻賀ふみ子編著] 

・「福祉小六法 2000年度版」（B6判、484p－第 21版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2000 ・「市民プロデューサーが拓く NPO世紀」（四六判、276p）[協会編]ぎょうせい 

・Ｖテキストシリーズ No.17「語りへの誘い」（A5判、122p）[禅定正世] 

・「福祉小六法 2001年度版」（B6判、541p－第 22版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2001 ・NPO シリーズ 1「NPO・ボランティアグループの会計入門」（A5判、187p）[岩永清滋] 

・「月刊ボランティア（合本Ⅸ）」（96年 4月号～97年 7・8月号） 

・「月刊ボランティア（合本Ⅹ）」（99年 1・2月号～12月号） 

・「月刊ボランティア（合本 2000）」（2000年 1・2月号～12月号） 

・「ボランティア・市民活動カット集」（A4判、122p） 
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・「ボランティアコーディネーター白書 2001・02」（A4 判、151p）[日本ボランティアコーディネーター協会編] 

・Ｖテキストシリーズ No.18「市民参加でイベントづくり」（A5 判、120p）[協会編、竹村安子・名賀亨・土井

圭子他] 

・「福祉小六法 2002年度版」（B6判、550p－第 23版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2002 ・「ボランティア活動研究第11号」-特集・理論はボランティア活動をどう語ってきたか（B5判、103p） 

・NPO シリーズ 2「NPO と行政の協働の手引き」（A5判、159p）[新川達郎監修「同書編集委員会編] 

・マスターズ市民白書「団塊世代が切り拓く新しい市民社会～マスターズボランティアの可能

性」（B5判、130p）[マスターズ市民白書編集委員会編] 

・「月刊ボランティア（合本 2001）」（2001年 1・2月号～12月号） 

・「福祉小六法 2003年度版」（B6判、517p－第 24版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2003 ・「二足のわらじを軽やかに～ボランタリーな生き方のススメ～」（B6判、124P）[太田昌也] 

・「ボランティアコーディネーター白書 2003・04」（A4 判、121p）[日本ボランティアコーディネーター協会編]  

・「ボランティア・NPO用語事典」（A5判、193p）[協会編]中央法規出版 

・Ｖテキストシリーズ No.13「共感のマネジメント」第 2版（A5判、138p）[松本修一] 

・「福祉小六法 2004年度版」（B6判、563p－第 25版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2004 ・「実践！NPOの会計・税務～NPOの基礎・日常経理・税務の理解から一歩進んだ決算書の作

成へ」（B5 判、248p）[岩永清滋、水谷彩] 

・「企業人とシニアのための市民活動入門～会社から地域へ、そして再び社会へ」（A5 判、120p）

[早瀬昇] 

・「福祉小六法 2005年度版」（B6 判、601p－第 26 版第 1 刷）[協会編]中央法規出版 

2005 ・「市民としてのスタイル―大阪ボランティア協会 40年史」（B5 判、283p）[40年史編集委員会編] 

・「ボランティアコーディネーター白書 2005・06」（A4 判、126p）[日本ボランティアコーディネーター協会編]  

・「福祉小六法 2006年度版」（B6 判、718p-第 27 版第 1 刷）[協会編]中央法規出版 

2006 ・「月刊ボランティア（合本 2002）」（B5判、2002年 1・2月号～12月号） 

・Ｖテキストシリーズ No.19「語りの時間」（A5判、150p）[錺栄美子、禅定正世、小林康代] 

・「学生のためのボランティア論」（B5判、171p）[岡本榮一、菅井直也、妻鹿ふみ子編] 

・Ｖテキストシリーズ No.20「市民活動のための自治体入門」（A5判、112p）[松下啓一] 

・「福祉小六法 2007年度版」（B6判、632p－第 28版第 1刷） [協会編]中央法規出版 

2007 

 

・「ボランティアコーディネーター白書 2007-09」（A4 判、122p）[日本ボランティアコーディネーター協会編]  

・Ｖテキストシリーズ No.21「新・共感のマネジメント」（A5判、166p）[松本修一] 

・「福祉小六法 2008年度版」（B6判、704p－第 29版第 1刷） [協会編]中央法規出版 

2008 ・Ｖテキストシリーズ No.22「子どもと学ぶボランティア」（A5判、183p）[鳥居一頼] 

・「NPO/NGOのための CSR入門ハンドブック」（A5判、34p）[CSR経営研究部編]  

・「福祉小六法 2009年度版」（B6判、724p－第 30版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2009 ・「こうだったのか NPOの広報」（B6判、179p）[武永勉] 

・「寝ても覚めても市民活動論～」（A5判、160p）[早瀬昇] 
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・「福祉小六法 2010年度版」（B6判、739p－第 31版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2010 ・「ボランタリズム研究 Vol.1-特集・政治とボランタリズム」（B5判、112p）[ボランタリズム研究所編] 

・「ボランティアコーディネーター白書 2010-12」（A4 判、104p）[日本ボランティアコーディネーター協会編] 

・「福祉小六法 2011年度版」（B6判、679p－第 32版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2011 ・「テキスト市民活動論～ボランティア・NPOの実践から学ぶ」（A5判、191p）[協会編] 

・「福祉小六法 2012年度版」（B6判、711P－第 33版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2012 ・「ボランタリズム研究 Vol.2-特集・東日本大震災が市民社会に与えた衝撃～市民社会は何を学

ぶか」（B5判、128p）[ボランタリズム研究所編] 

・「福祉小六法 2013年度版」（B6判、783p－第 34版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2013 ・「歴史をつくった市民たち～語り下ろし市民活動」（A5判、248p）[協会編] 

・「ボランティアコーディネーター白書 2013-15」（A4判、87p）[日本ボランティアコーディネーター協会編] 

・「日本ボランティア・NPO・市民活動年表」（B5 判、747P）[監修：ボランタリズム研究所]明石書店 

・「福祉小六法 2014年度版」（B6判、830p－第 35版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

2014 ・「わかる！できる！NPO法人会計」（B5判、208p）[関西 NPO会計税務研究会編] 

・「福祉小六法 2015年度版」（B6判、840p－第 36版第 1刷）[協会編]中央法規出版 

 

（３） 調査研究事業 

 この出版事業は、調査研究事業と連動する形で進められたものが多い。その調査研究事業

の推移を図 4-5に示す。 
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図4-5 調査研究活動の推移

研究誌発行・文献調査 ボランティア・施設実態調査 参加促進・Ｖコーディネーション

福祉教育・Ｖ学習 災害支援 企業社会貢献・ＣＳＲ

ＮＰＯ支援 行政との協働 その他

学会発表
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 創立から 10 年間はボランティアグループの実態や受入施設のニーズ調査を実施。季刊「ボ

ランティア活動」を 1974 年に創刊して以降、名称を変えつつ研究誌の発行を続けてきた。 

 この調査研究活動のプロジェクト数が増えたのは 1990 年代以降。ボランティアコーディ

ネーション、福祉教育・ボランティア学習、企業の社会貢献や CSR、NPO 支援の方策、そし

て行政と NPO の協働など、この頃から市民活動のふり幅が大きく広がり、それに対応するべ

く、さまざまな調査・研究活動が行われたことが分かる。また 1990 年代は学会発表も頻繁に

行っている。 

 以下、その具体的内容を列記する。調査研究活動を通じて、新たな事業が展開しだすこと

が多かったことも分かる。 

 

＜研究誌の発行／文献調査＞ 

・ボランティア文献資料の収集（1973。大阪市実験的開拓事業として委託）⇒『ボランティ

ア活動の理論』発刊 

・研究誌 季刊「ボランティア活動」発刊（1974～76、78）、 

・「ボランティア活動研究」発刊（1981、83、87、88、90、92、94、97、99、2002） 

・ボランティア文献資料の収集（1985）⇒『ボランティア活動の理論Ⅱ』発刊 

・研究誌「ボランタリズム研究」発刊（2010、12） 

＜アンケート郵送によるボランティア・施設等の実態調査＞ 

・「ボランティアグループ実態調査」実施（1969。第 1 回:ボランティア数と受入状況、第 2

回:活動内容と施設のニーズ）⇒1970 年度に報告書「施設ボランティアの実態」を発刊 

・「ボランティア活動事例研究」実施（1971。大阪府委託事業）⇒『ボランティア活動事例集－

71年度』を発刊 

・「ボランティア活動事例研究」実施（1972。大阪市委託事業）⇒『ふれあうもの－ボランテ

ィア活動事例集・72年度』発刊 

・「大阪府内における福祉施設ボランティア調査」実施（1972。大阪市委託事業） 

・「ボランティア活動事例研究」実施（1973。大阪市委託事業）⇒『ボランティア活動事例集－

心をつなぐ』発刊 

・「ボランティアグループの実態とニーズ調査」実施（1974）⇒報告書『大阪におけるボラン

ティアグループの実態とニード』発刊 

・「施設のボランティアニード実態調査」実施（1974）⇒『ボランティア・ハンドブック（75

～76）』に掲載 

・ボランティア活動事例研究（1974。大阪市委託事業)⇒『みんなで生きる－ボランティア活動

事例集・74年度』発刊 

・大阪府内福祉施設に対する「ボランティア活動に関するニーズ調査」実施（1993） 
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・「大阪における社会福祉施設、社会教育施設・生涯学習関連施設などにおけるボランティア

受け入れの実態調査・研究」の実施（1999。文部省補助事業） 

＜市民の参加促進／ボランティアコーディネーションに関する研究＞ 

・「職域ボランティア開発委員会」開催（1990。大阪府福祉基金助成） 

・「市民活動のコーディネートに関する研究会」（筒井のり子代表。トヨタ財団助成）への協

力（1991～1994） 

・「大阪ボランティア情報研究会」開催（1996。大阪府委託事業）⇒「大阪ボランティア情報

ネットワーク」開設 

・「ボランティア・マネジメント・ハンドブック」翻訳プロジェクト（1999。ボランティアマ

ネジメント研究所と共催。） 

・「ボランティアマネジメントシステムの日米比較研究」研究会の開催（1999～2000。国際交

流基金日米センター助成事業） 

・「生涯学習ボランティアコーディネーターの養成・研修に関する実証的な研究」実施（2000。

文部省の研究委嘱。）⇒「ボランティアコーディネーター養成・研修プログラムの実証的研

究」事業報告書 

・「IT と人によるコーディネーション研究会」（2004） 

・「NPO／NGO における市民参加研究会」開催（2004） 

・「企業退職者のボランティア活動支援」に関する日米共同プログラムの実施（2004、2005。

Volunteer of America との共同プログラム） 

・「団塊世代の社会参加研究会」（2005～2006。自主事業） 

・「勤労者向けボランティア参加システム開発研究会（通称・ケアーズ研）」開催（2007） 

⇒2009 年度から「ボランティアスタイル」を実施 

＜福祉教育・ボランティア学習に関する研究＞ 

・「サマーボランティア計画」実施のため「先進地調査」と「府下福祉施設へのアンケート調

査」の実施（1984）⇒1985 年度から「サマーボランティア計画」を実施 

・「福祉教育指導者研究部会」（1994） 

・「青少年ボランティア活動研究会」（1995～1999） 

＜災害救援・復興支援活動に関する研究＞ 

・「阪神・淡路大震災による被災者支援救援支援活動に関する記録の作成および今後のボラン

ティア活動・市民活動支援に関する調査検討研究会」開催（1995。トヨタ財団助成）⇒活

動報告書『震災ボランティア』発刊 

・「関西における災害支援のためのフレームワーク研究会（KPF）」開催（2013。「近畿ろうき

ん NPO パートナーシップ制度」助成プログラム） 
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＜企業の社会貢献／ＣＳＲ・ＣＳＶなどに関する研究＞ 

・「介護分野における企業と非営利民間団体との連携のあり方に関する研究・調査研究」受託

(1996。日本生命) 

・「関西電力チャレンジプラン―市民活動団体との新しいネットワーク構築」（1998。企業と

ＮPＯの協力関係構築に関する調査研究受託） 

・「CSV（Corporate Social Value）研究会」運営（2003） 

・「大阪のまちづくりに係る活動組織ならびに団体等に関する調査」事業を受託（2007。関西

電力） 

・「CRM（Cause Related Marketing）研究会」運営（2012～） 

＜ＮＰＯ支援に関する研究＞ 

・「ＮPＯコンサルティング・研修開発研究会」運営（1997。日本財団助成・市民公共学団と

連携） 

・「支援者と NPO をつなぐための NPO 評価に関する調査・研究会」運営（1999。日本財団

助成事業） 

・関西 NPO 会計税務研究会（2005～2013）⇒『わかる！ できる！ NPO 法人会計』発刊 

・「NPO のための UP プログラム評価事業」調査を受託（2007。マイクロソフト） 

・「ソーシャルベンチャーにおける起業家精神および経営戦略に関する実証的比較研究」調査

を受託（2011。大阪商業大学） 

＜行政とＮＰＯの協働に関する研究＞ 

・「行政とボランティア・NPO の協働のあり方についての研究」（1999。大阪府福祉基金補助

事業）⇒『自治体・公共施設のためのボランティア協働マニュアル』発刊 

・「大阪府内全自治体のＮPＯとの協働環境調査」受託（2005、2009。IIHOE） 

＜その他＞ 

・「専門職とボランティアの役割研究」（1971。大阪市委託）⇒『養護施設でのボランティア

活動』『肢体不自由児とボランティア活動』発刊 

・「ボランティアの役割研究」（1972。大阪市委託）⇒『盲人福祉とボランティア活動』『精神

薄弱とボランティア活動』発刊 

・「ボランティアの役割研究」（1973。大阪市委託）⇒『地域福祉とボランティア活動』発刊 

・「大阪ボランティア研究会」の開催（1984） 

・「これからのボランティアセンターのあり方研究会」運営（1994） 

・「真如苑社会貢献ビジョン研究会」事務局受託（2005） 

・「ボランタリズム研究所」開設（2009）⇒『ボランタリズム研究』発刊 

・「主要政党及び参議院選挙候補者への裁判員制度アンケート」（裁判員 ACT、2010） 
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・「市民参加で裁判員制度をよりよくするための提言書」の公開と提言活動（裁判員 ACT、

2012） 

・ボランタリズム研究所「市民セクターの次の 10 年を考える研究会」開催（2013～） 

＜学会発表＞ 

・日本社会福祉学会「戦後のボランティア関連文献の動向と課題～特に公私問題からの分析

を中心に」（小笠原、早瀬）1985 

・自治体学会「健康・医療・福祉のネットワーキングとボランティア活動～ボランティア活

動と行政活動の性格分析を中心に」（早瀬）1990 

・日本社会福祉学会「“企業の社会貢献活動”と社会福祉～社員のボランティア参加を通した

企業社会貢献活動の推進に向けて」（早瀬）1991 

・日本地域福祉学会「企業市民」（共同研究。中西茂氏が発表）1992 

・日本社会福祉学会「“企業の社会貢献活動”と社会福祉」（早瀬、田尻）1992 

・日本社会福祉学会「精神障害者の社会参加とＶ活動の意味について」（川口）1992 

・日本社会福祉学会「“企業の社会貢献活動”と社会福祉」（田尻）1993 

・日本社会福祉学会「ボランティアコーディネートにおける価値と方法」（筒井）1993 

・日本社会福祉学会「ボランティア活動プログラムの効果測定に関する試み」（名賀等）1994 

・日本地域福祉学会「災害と地域福祉：阪神淡路大震災が投げかけたもの」（早瀬等）1995 

・日本地域福祉学会「阪神大震災におけるボランティアの救援活動とコーディネートの意味

～被災者のニーズ分析を中心に」（石井、筒井、早瀬、名賀）1996 

・日本福祉教育・ボランティア学習学会「ボランティア学習実践方法に関する考察」（名賀）

1996 

・日本 NPO 学会「『NPO 法案』の福祉活動への影響」（早瀬）1997 

・日本福祉教育・ボランティア学習学会「ボランティア学習におけるプログラムの企画・運

営に関する一考察」（名賀）1997 

・日本地域福祉学会「地域福祉における NPO 研究（１）～「関係性」から見た組織経営の分

析」（早瀬）1998 

・日本福祉教育・ボランティア学習学会「福祉教育・ボランティア学習のコーディネート機

関の役割」（名賀）1998 

・日本福祉教育・ボランティア学習学会「子ども・青少年自らが創るボランティア学習の有

効性～大阪ボランティア協会「高校生ワークキャンプ」の実践を通して」（名賀）2003 

・日本地域福祉学会「中間支援組織におけるボランティアコーディネーションの新たな課題」

（佐久間）2004 

・日本 NPO 学会「新公益法人制度運営の課題と展望」（早瀬がパネリスト）2007 

・日本 NPO 学会「110 年ぶりの改革法の完全施行で見えてきた公益法人セクターと公益認定
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制度の課題～NPO 法人を中心とした市民活動の視点から」（早瀬がパネリスト）2013 

 

 なお、この他、故巡静一元常務理事にちなむ基金によって運営されている「ボランティ

ア・市民活動ライブラリー」や英語による情報発信｢E ボラ｣、動画の編集制作を進めた「ト

ライポッド」などの取り組みも、本事業の一環として展開された。  
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情報発信・調査研究事業に関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「ボランティア」って研究するもの? 

小笠原慶彰（Volo 編集委員 元出版委員長） 

 1980 年代初め頃のことと思います。『ボラ

ンティア活動の理論』の続編をまとめようと

いう話になりました。協会が「ボランティア

活動」を研究するための仕事の一端です。 

 昨今ではボランティア・ボランティア活動

に関する研究書が溢れています。でも、その

頃の学界の雰囲気は、ボランティアって研究

対象になるの？という感じでした。 

 前記の本は、1986 年にボラ協出版部から 

出ました。そして今ではボランティア研究の

基本資料として評価されています。 

 30 歳前後という年齢で、先駆的で地道な 

取り組みに参加できて、とても幸運でした。 

 

「Ｅボラ」通じて学んだ海外との繋がり 

河西 実（元英語情報発信チーム「E ボラ」） 

素晴らしい活動をしているボラ協をもっと

海外の人たちにも知ってほしいとの思いか

ら、英語に多少自信のあった私は職員と二人

三脚で英語情報発信チーム「E ボラ」を立ち

上げました。英文の HP 作りは翻訳作業の苦

労もさることながら、日本のことをよく知ら

ない人たちに何をどのように情報発信したよ

いか悩む連続で、海外の文化・暮らしを知る

ことの大切さを知りました。 

米国から来日したボランティア・マネジメ

ントの専門家スーザン・エリスに同行し、  

日本を知る手助けをした時は、私も彼女と 

日本での興奮を共有した楽しい思い出です。 

 

心通う『梁山泊』に感謝！ 

増田宏幸（ウォロ編集委員） 

 深い内容をやさしい言葉で――。文章は 

難しいですね。文（体）は、まさに人品骨柄

知性教養を露わにします。新聞記者という本

業から多少の自負はありましたが、ウォロ

（月ボラ）前編集委員長の吐山さんをはじ

め、書き手の皆さんにはシャッポを脱がされ

通しでした。現に今、これを書くのにエピ 

ソードに基づく早瀬さんの文例レベルが高

すぎて、書いては消し、消しては書き……。 

 野にこそ遺賢・異才あり。〝民の間〟にあ

るボラ協は、ある意味、梁山泊でしょう。  

刺激を受け合いながら、こんなにも心通う 

仲間に出会えたことを幸せに思います。 

」 

記録のバトンをつないでいく 

久保友美（ボランティア・市民活動ライブラリー館長） 

 大阪 NPO プラザにあったボランティア・

市民活動ライブラリーに足を踏み入れたの

は 10 年前。書籍や団体の報告書、協会の  

事業報告書、写真等、沢山の資料が収蔵され

ていました。そこで強く感じたのは、「ボラン

ティア・市民活動の精神は自分が生まれる前

からずっと続いていたのだ。そして私もこの

資料を通してその歴史を次の世代の人々に

つなげていきたい」ということでした。 

ここでの資料の記録を通して、自分が知ら

ない人々もつながっていく。ライブラリーが

今後もそのような場所になればと思って 

います。 
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５．セクターを超えた協働構築～企業市民活動推進センターの取り組み 

 

 

 

 

 

 協会が、ボランティアセンターから、総合的な市民活動推進センターと大きく事業のふり

幅を広げることになったのが、1991 年に企業市民活動推進センター（Center for Corporate 

Citizenship：CCC）を設立したことだった。 

 このセンターの設立経緯は第 2 章で紹介したが、海外での先進事例との出会いや日本生命

財団のご支援を基盤に、コーディネーション事業の水平展開として構想された。もっとも、

事業はコーディネーションだけにとどまらず、教育・研修、活動援助、情報発信・研究開発な

ど協会の多様な機能を活かし、企業の社会貢献活動や CSR（企業の社会的責任）の向上と、

企業と NPO の連携促進を総合的に取り組むことになった。以下、その概要を紹介しよう。 

 

（１）コンサルテーション事業 

 ＣＣＣが 1991 年に開設されたのは、IAVE・ボランティア活動推進国際協議会ワシントン

大会への参加や協会事務局長の交代（共に 1988 年）などを背景に、さまざまな出会いを得た

ことからだった。 

 ところがこの年は、「企業社会貢献（フィランソロピー）元年」と呼ばれた 1990 年の翌年

でもあった。1990 年が「企業社会貢献元年」と呼ばれたのは、企業による文化活動支援を進

める「企業メセナ協議会」が発足し、経団連の呼びかけで経常利益の 1%以上を社会貢献活動

にあてる企業が集う「1%（ワンパーセント）クラブ」が発足し、富士ゼロックスが社員のボ

ランティア活動を有給休暇扱いにしたり休職を認める「ソーシャルサービス・リーブ」（一般

に「ボランティア休暇」「ボランティア休職」と呼ばれる制度）を始めるなど、この年に企業

の社会貢献活動が一挙に広がったからだ。 

 そこで多くの大企業が、一斉に社会貢献活動の担当部署を開設した。しかし担当者となっ

た企業人たちは、それまでいかに利益を上げるかを至上命題としてきたのに、今度は大きく

ベクトルが異なる「いかに社会に貢献する事業を進めるか」を問われることになり、大いに

戸惑うこととなった。そんな折に、協会は相談窓口を開設した。そこで、社会貢献活動に取

り組もうという企業が競って来訪することになった。 

 事業報告書では 1991、92 年度で相談対応の内容が報告され、93、94 年度では来訪者を分

析。94 年度末までに新たにセンターを訪問した団体は、企業 182、NPO42、研究機関 40、

仲介団体 37、行政機関 31 である。その推移を図 5-1に示す。企業系の“出足”に比べ NPO

の“出足”が遅く、当初は営利組織との連携に躊躇する団体が多かったことが分かる。 
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 この相談時には、企業からの相談では、「営利に資することは一切考えていない」「始めた

ら止められないので慎重に活動を吟味しなければならない」などと過度に禁欲的で、また行

政の公共サービスと同様の窮屈なスタイルでないといけないと考える企業担当者が多かった

ため、ボランティア活動と同様に活動者自身も精神的な満足（企業ならブランド力やモラー

ルの向上など）が得られるものでないと続かないし、また自ら（自社）の関心に合わせて自

由にテーマを選択できることや活動に波があって当然だといった解説をすることになった。 

 その後、1995 年度から 2002 年度まで、事業報告書で相談活動に関する実績の分析はない

が、2003 年度から再び相談者の実績が掲載されるようになった。その実績を図 5-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2003 年度から 09 年度までは、ほぼ同水準だったが、10 年度、11 年度に相談件数が急増し
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図5-2 近年の企業市民活動推進センターへの相談件数の推移
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ている。これは 2010 年度末の 2011 年 3 月に起こった東日本大震災への対応に関する相談が

増えたことを反映している。 

 

（２)フィランソロピー・CSR リンクアップフォーラム 

 社会貢献担当者（「シャコタン」と略称することがあった）が、相互の実践経験を交流・共

有するとともに、講師を招いて最新の社会貢献活動の動きを学ぼうと 1993 年に 6 月に始ま

ったのが、「フィランソロピー・リンクアップ・フォーラム」だ。2004 年度に CSR 部署の担

当者が集う「関西 CSR フォーラム」も始まり、さらに 2008 年度からは両者が合体して「フ

ィランソロピー・CSR リンクアップフォーラム」となって現在に至っている。 

 この参加者数と参加企業数（中間支援団体を含む）を図 5-3に示す。参加企業数は 1998 年

に一旦ピークに達した後、いわゆる「東京一極集中」社会貢献部門を東京に移す企業が増え

て、徐々に参加企業が減ってきた。 

 一方、「CSR 元年」と言われた 2003 年以降、社会貢献部門とは別に CSR 担当部門を開設

する企業も増えてきたことから関西 CSR フォーラムを開催。しかし両部門を同じ部署が担当

する企業の場合、毎月、フォーラムがあるほど参加頻度が高くなり、また社会貢献活動と CSR

には重複する面も多く、「シャコタン」を対象としたフィランソロピー・リンクアップフォー

ラムに CSR 担当者が参加するという例も増えてきた（そこで参加企業も増えてきた）。 

 こうしたことから、2008 年度から両者が合体し、「フィランソロピー・CSR リンクアップ

フォーラム」として開催されることになった。 
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 なお、1993～95 年度は参加者数の記録がなく、また 2004 年度は関西 CSR フォーラム準

備会としての開催のため、参加企業数の記録がない。 

 「フィランソロピー・リンクアップフォーラム」は 15 年間で 90 回、「関西 CSR フォーラ

ム」は 4 年間で 24 回（うち 1 回は合同フォーラム）、「フィランソロピー・CSR リンクアッ

プフォーラム」になってからの 7 年間で 45 回、合計 2014 年度までの 22 年間で 158 回のフ

ォーラムが開かれてきた（合同フォーラム分を差し引く）。 

 なお、2002 年にはフィランソロピー・リンクアップフォーラム幹事企業を含めた 17 団体（社）

が実行委員に加わり、2002年11月28日、29日の両日、ＮＰＯと企業の協働フォーラム 2002を開

催。「ＮPＯと企業の協働を問う！」テーマに全体会と 10 分科会を設け、参加者は 286人（スタッ

フ 66人、外部講師 23人含む）。両日の有料参加者は、のべ 303人に達した。 

 一方、若手の担当者による自主学習会も開催してきた。まず、1993 年度、94 年度に「V ネ

ットフォーラム」が開催されたが、阪神・淡路大震災への対応に集中するため 94 年中で休止。

2000 年度から「リンクアップジュニア」として再開した。 

 この「リンクアップジュニア」の参加状況を図 5-4に示す（「V ネットフォーラム」は参加

企業数が 15 社あり、93 年度は 6 回開催したことのみ記録があり、参加者数の記録はなかっ

たので、図示しなかった）。直近の 2 年は参加企業数が増えているものの、例会の参加者が少

ない回が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社員向けボランティア研修の企画と講師派遣 

 企業市民活動推進センターの創設と同時に積極的に取り組んだ事業の一つが、社員のボラ

ンティア参加を支援するため、ボランティア活動に関する講座や体験プログラムを提供する

ことだった。その受託実績を図 5-5に示す。 

 ボランティア休暇などの時間的な保障をしても、ボランティア活動について過度に禁欲的
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なイメージを抱いていたり、どのような活動テーマを選ぶかが分からなければ、ボランティ

ア活動に参加する社員は増えない。1997 年度までは受託件数・派遣件数が増えていったが、

徐々に自社で対応できる企業が増えてきたことから、件数が減少している。 

 

 

（４）企業との連携事業 

 また、センター開設と共に、協会が企業と連携して取り組む事業が増えてきた。その推移

を図 5-6 に示す。当初は自社の特性を活かしたボランティア情報の提供などでの連携が中心

だったが、CSR への関心が高まって以降、各社の CSR 向上に関わる連携事業が増えている。 
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図5-5 社員向けボランティア講座の企画依頼と講師派遣
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 以下、連携事業の具体的内容を紹介する。 

＜ボランティア活動への参加促進＞ 

・ＮＴＴ大阪北支店 テレホンサービス「24 時間ボランティア情報」提供で連携（1991～2004） 

・企業人向けビデオ教材「ボランティア事始め」製作協力（関西電力の委嘱、毎日映画社協力 

1993～1994） 

・ボランティア情報システムの開発（日本 IBM、松下電器産業労働組合の支援、1993） 

・企業人向けビデオ教材「I LOVE “SHUWA”」製作協力（関西電力の委嘱、毎日映画社協力、 

1995） 

・大阪市職員労働組合「ボランティア・インフォメーション」の発行（1999～2004） 

・近畿労働金庫のホームページに「ボランティア情報」を掲載（1999～2002） 

・大阪信用金庫と CSR 推進に関する顧問契約（2006～08） 

＜（企業）市民活動の啓発＞ 

・関西マガジンセンター『企業市民ジャーナル』発行で編集協力(1991～94) 

・近畿労働金庫 大阪地区本部を通じて大阪府内の労働組合へ「月刊ボランティア」（ウォロ）

を配布（98 年度 1000 部、99 年度から 500 部。1998～2014） 

＜調査研究＞ 

・介護分野における企業と非営利民間団体との連携のあり方に関する研究・調査研究（日本

生命、1996） 

・関西電力チャレンジプラン―市民活動団体との新しいネットワーク構築「企業と NPO の協

力関係構築に関する調査研究」受託（1998） 

・マイクロソフト「UP プログラム評価事業」調査受託(2007) 

・積水ハウス CSR 取り組み向上のための調査報告（2008） 

＜助成事業協力＞ 

・大阪ガス“小さな灯”運動「子ども支援市民活動・助成プログラム」事務局受託（2005～06、

10～11） 

・パナソニック「Panasonic ハートフルファンド」ファンド管理事務局受託（2007～09） 

・積水ハウス「マッチングプログラム・アドバイザー」就任（2008） 

・積水ハウス「マッチングプログラム」助成事務局受託（2010～14） 

・阪急阪神ホールディンクス｢未来のゆめ・まち基金｣助成事務局受託（2010～14） 

・帝人グループ「ボランティアサポートプログラム」助成申請団体調査協力（2012～14） 

＜ステークホルダー(利害関係者)と対話支援＞ 

・松下電工の「ステークホルダーダイアログ」ファシリテーター（2006） 
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・マンダムのステークホルダーダイアログ・コメンテーター（2007～08） 

＜企業の CSR活動の助言と報告書へのコメント掲載＞ 

06＝帝人、堀場製作所、07=帝人、堀場製作所、関西電力、大阪ガス、08=帝人、関西電力、

大阪ガス、積水ハウス、09=帝人、関西電力、積水ハウス、10=帝人、関西電力、積水ハウ

ス、11=関西電力、宝酒造、12＝NEXCO、13=大阪ガス 

＜災害復興支援＞ 

・「あいのりプロジェクト（トラック、ボラバス編）」（2011） 

・「おもてなしカタログ」の作成・配布(2011～12) 

・震災復興応援イベント「3.11 from KANSAI」実行委員会に参加（2011～14） 

＜その他＞ 

・「障害者週間行事 障害者と社会をつなぐシンポジウム」実行委員会に参加（2004～14） 

・関西経営者協会「地域求職活動援助事業」受託（2005） 

・松下電器産業「社員 CSR 啓発」ツールづくりのコーディネーション事務局受託（2006） 

・阪急阪神ホールディングス「ええまちつくり隊」広報協力受託（2014） 

・大日本住友製薬 10 周年記念社会貢献活動のコーディネートに関する業務委託（2014） 

 

 なお、1995 年 1 月に発災した阪神・淡路大震災において、協会が主導的に設立した災害ボ

ランティアセンター「被災地の人々を応援する市民の会」は、経団連 1％クラブが構成員に参

画し、多くの企業、経済団体の協力を得ることで運営された。 

 

 また、企業との連携ではないが、2001 年度から 03 年度まで、厚生労働省からの受託事業

として、関西経営者協会、大阪 NPO センターとともに「勤労者マルチライフ支援事業」を実

施。メールマガジンの発行、マスターズ・ボランティア大学など、社会人が参加しやすいプログ

ラム・講座の開催などに取り組んだ。 
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企業市民活動推進センターに関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青い経験での学びを、自分のスタイルに 

田尻佳史（日本ＮＰＯセンター 常務理事） 

大学卒業後、ケニアでの生活を経て初就職

が企業市民活動推進センターの担当でした。

ボランティア協会で仕事をするのにスーツを

着る毎日には青天の霹靂でした。某社の  

マナー研修にも参加しました。 

 某企業に協力の依頼に行った時の事、練り

に練った企画書を手元に、内容を説明し始め

ると「書いてあることは見たらわかる。それ

で何をしてほしいんや」の一言を頂戴した。 

頭は真っ白、答えはシドロモドロ。 

その時の経験が、「書き物に頼らない」「対

案は複数準備する」「相手の懐に飛び込む」 

など、今に自分の姿勢に繋がっています。 

 

 
協会は私にとっての漢方薬～ジワジワ～ 

中野伊津子（大阪ガスグループ“小さな灯”運動事務局） 

 50 周年おめでとうございます。思えばこの

長い年月、協会とはよほど深いご縁があった

のか、仕事を通じて、またそれ以外でも多く

の出会いや、学びをいただきました。 

1991 年の社員向けボランティア講座、阪神・

淡路大震災「被災地の人々を応援する市民の

会」で行ったトン汁活動、大阪ガスグループ

“小さな灯”運動の助成事業やカフェテリア

寄付先の選定アドバイス等、本当に多くの 

サポートをいただきました。仕事以外でも、

新しいことにチャレンジしたい時に、背中を

ポンと押して貰っている感じです。これから

も繋がっていたいです!! 

「企業市民」 になれた瞬間 

石井 純（パナソニック㈱ 常務取締役） 

私が初めて大阪ボラ協と接点を持ったの

は 1990 年でした。当時私は「シャコタン」

のはしりだったのですが、皆さんと一緒に

「フィランソロピー・リンクアップフォーラ

ム」で侃々諤々議論を交わしたり、「被災地の

人々を応援する市民の会」で一緒に汗を流し

たり、本当に鍛えていただきました。ある

NPO 代表の方に「企業は敵だった。あなたと

会うまでは…」と言われたときが、「企業  

市民」になれた瞬間でした。 

 現在、企業の経営を担う立場になっていま

すが、ボラ協の皆さんから筋がブレたと言わ

れない経営判断をしようと思っています。 

講演に触発され『企業市民ジャーナル』創刊 

尾崎 力（関西マガジンセンター） 

当社が、フィランソロピーをテーマにした

『企業市民ジャーナル』を発刊するようにな

ったのは、早瀬さんの講演を聞いたのがきっ

かけでした。「小さな会社でも本業のノウハ

ウを活かせば素敵な社会貢献ができますよ」

というお話に触発され、当時スタッフとして

当社にいた故・吐山継彦（後に『ウォロ』  

編集長）とボラ協に相談に行き、1993年の春

に創刊号を出しました。 

 以来、ボラ協との長い付き合いが始まるわ

けですが、リンクアップフォーラムの立ち 

上げ等、ボラ協の歴史の一端に関わらせて 

いただいたことに改めて感謝しています。 
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６．「参加」と「協働」が生み出す力～組織経営と事業企画の５０年 

 

 

 草の根の市民たちが創設した協会が 50 年もの歴史を重ねることができた最大の理由は、事

業の企画推進から組織経営まで「市民の参加」を徹底してきたからだ。 

 発足後しばらくは「事務局（職員）主導」だった協会運営に多くのボランティアが参加す

るきっかけは、財政危機だった。発足 5 年目の 1969 年、故・川村一郎初代常務理事の入院で

協会の財政ひっ迫が判明。善後策を話し合う会員有志の合宿で、「当面、最低 1 人の職員を確

保する」「職員をサポートするため、会員ボランティアが交代で留守番や電話番をする」「講

座の講師依頼や当日運営、機関誌の編集も会員ボランティアが事業ごとにチームを組織して

進める」といった方針が確認された。 

 その翌年には事業推進チームのまとめ役として「企画運営委員会」（現・常任運営委員会）

が発足。こうして「参加システム」の整備が始まった。さらにその後、秋に事業の展開戦略を

話し合う「創出会議」、春に各チームなどが企画した事業計画や予算を全体で話し合う「予算

会議」（現・事業計画会議）という合宿を開催するようになった。 

 このような仕組みの整備を通じて、職員の手伝い、事業の企画運営、組織経営と、意欲が

あれば、どんどん深いレベルでの「参加」ができる組織になっていった。今は職員採用の際

に試験官の一人に常任運営委員長も加わるようになっている。 

 協会では、事業に関わるボランティアと職員を総称する「アソシエーター」という造語を

使っているが、その参加のルールを明文化した「アソシエーター参加規程」を策定している。

この前文では、人手不足対策を超えた「参加」の意義を整理している。いわく… 

 「参加システム導入の意義は、 

（１）会員が協会事業に参加することによって、協会財政を支え、協会事業を維持推進しよ

うとしたこと。 

（２）事務局員だけが推進する協会ではなく、われわれの協会として、事務局員と協働する

会員参加の方式を追求しようとしたこと。 

（３）参加を通して、開かれた協会としての活力性、創造性、さらに民主主義の実践として

意義をそこに見つけようとしたこと。 

（４）協会事業に一人のボランティアとして、一人の人間として加わることによって、協会

の利用者の立場に立ち、同一感をもたらそうとしたこと。 

（５）今後、たとえ経済的な問題があって、事務局員の減少が起こっても、社会的に洗練さ

れた会員（常任委、専門委、センター運営委、推進チーム）の手で、とどこおりなく事業
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の推進が出来るような状況を日常的に創り出そうとしたこと。 

（６）参加を通して、委員やチームメンバーの自己実現や、教育的、学習的課題に応えよう

としたこと、等があげられよう。 

 また社会的には、このシステムは参加民主主義の具体的な実証として評価されてきており、

管理化社会の進行する中で、手づくりの参加方式として注目されてきている。」 

 引用は以上だが、実際、多彩な専門性や経験をもった市民が、熱心に協会の事業推進に組

織運営に参画し、協会の活力の源泉となってきた。 

 

（１） 会員の推移 

 この協会の組織運営の基盤は会員だ。今は財団法人の一類型である社会福祉法人だが、1969

年には社団法人で法人格を得ている。そこで 1993 年に社会福祉法人に組織変更した後も、会

員総会を開き、バズセッションを利用した進行によって会員との対話を深めながら協会の事

業を進める仕組みを続けている。 

 その会員の推移を図 6-1 に示す。なお、1970 年度までは新規入会者数、退会者数の記録が

なく、その年度末の会員数を｢継続者数｣とした。また 1998 年度に個人賛助会員を正会員と統

合している（個人賛助会員制度は 2013 年度から復活している）。 
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図6-1 個人会員の推移
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（２） 「参加システム」の展開 

 この会員制度を土台に、市民がより直接的に協会の事業推進や組織経営に関わり、事業の

質の向上や経営の安定性を高めてきたのが「参加システム」だ。 

 「参加システム」を通じて、これまで 50 年間に誕生したチーム、委員会は、現に活動して

いるものも含めて 202（法定されている理事会、評議員会、監事会を除く）にも達している。 

①．委員会、チーム等の活動状況 

 この 50 年間に誕

生した委員会やチー

ムを機能別に整理し

たものを図 6-2 に示

す。協会が多くの市

民の参加で支えられ

てきたことが分かる。 

 

 

 

 

 

 なお、特に数の多い「組織運営」と、「教育研修」に関わる委員会、チームの活動内容を図

6-3、図 6-4に示す。教育研修関係では、第１章で報告した事業数にほぼ対応しており、委員

会やチームの活動がこれまでの多彩な講座を生み出してきたことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56

5

51
20

19

15

15

8
7 4

2
図6-2 誕生した委員会、チームの数
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図6-3 組織運営関係の活動内容
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図6-4 教育研修関係の活動内容
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 これらの委員会、チームの活動を年代ごとに分析した結果を図 6－5に示す。なお、このカ

ウントは各委員会やチームが活動した年度数を積算して示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「参加システム」は 1970 年代から本格化。当初は、教育研修に関わるチーム等の比率が高

かったが、徐々に組織運営やグループの活動援助に関わるチーム等も増加。80 年代後半から

はコーディネーションに関わる活動も活発化してきた。80 年代後半から 90 年代は地域拠点

を支援する活動も進められた。さらに 90 年代から企業市民活動推進に関わる委員会も登場。

2000 年代後半には多文化共生に関わるチームなども登場している。さらに協会が再び災害時 

の活動に積極的に対

応しだした 2010年代

には災害対応に取り

組む委員会も誕生し

た。ただし教育研修に

関わるチーム等は大

きく減少している。 

②．アソシエーター 
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ランティアと職員）の「のべ数」も示した。「のべ数」といっても毎年度の事業報告書に記載

されているメンバー数を積算したもので、活動の頻度などは反映していない。のべ数だが、

この 50年間で合計 9,470人が協会を支えるために活動したことになる。 

 また図 6-7 には時期別にみたアソシエーターの活動状況も示す。なお、このカウントは各

委員会やチームが活動した年度のアソシエーター数を積算して示している。図 6-5 とほぼ同

様の傾向となっている。ただし、教育関係のチーム等は毎週会議をもつなど活動頻度が高い

場合も多かったが、そうした活動量の推移については示せていない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③．ボランティアと職員の協働状況 

 協会はボランティアと職員という立場の違いを超えて、協会の組織運営や事業推進に携わ

る人を「アソシエーター」と呼んでいる。委員会やチームへのボランティアスタッフの比率

は、事業部門によって異なる。 

 平均ではボランティア 3 人に対して職員 1 人という体制だが、次ページの図 6-8 に示すよ

うに教育事業や「月刊ボランティア」「ウォロ（volo）」の編集などには多くのボランティアが

参加している。教育事業の場合、企画や当日の運営に多くのボランティアが参加することに

なるし、情報誌の発行の場合、校閲など会議に出席できなくても編集に参加できるプログラ

ムが多いことも影響している。 

 一方、組織運営やボランティアコーディネーション、活動援助／NPO 推進、事業連携など

で職員の比率が高くなっている。ボランティアコーディネーションについては日常的には職
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図6-7 時期別に見たアソシエーターの活動状況
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活動援助・NPO推進 情報発信 調査研究 企業市民推進

多文化共生 地域拠点支援 災害対応
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員が携わっていることを反映しているし、組織運営などについては職員も組織経営の決定に

参画していることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 事務局体制の推移 

 本章の最後に事務局体制の推移を、図 6-9に示す。 
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図6-8 アソシエーター中のボランティアの比率
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図6-9 事務局体制の推移
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 協会が創立した 1965 年度から 2014 年度までに協会事務局に在籍した人は、緊急雇用対策

により半年の契約で関わった 58 人を除いても、180人にものぼる。 

 創立時 1 人から始まった事務局は、徐々に職員が増え、1971 年度から 84 年度まではほぼ

正職員 5 人態勢であった。その後、再び職員が増え、90 年度以降、2011 年度までほぼ正職員

10 人態勢で推移。ここ数年は、少し規模が縮小している。また 1981 年度から 99 年度は日本

生命から財務強化のため職員の応援を受けた。 

 また NPO 推進センター部門などで多くの受託事業を受け始めた 1999 年度以降、アルバイ

ト職員が増加した。 

 なお、職員にはボランティアコーディネーション力検定の受験を保障するなど、ボランテ

ィアとの協働力を高めるよう努めている。 
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組織運営に関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｖ協と共に５０年 

水原一弘（キリスト教会牧師） 

 第一期Vスクールを修了し（1965年11月）、

最初に貰った仕事は「地域福祉をテーマにし

たシンポジューム」の司会。次は「月ボラ」の

編集委員でした。所謂「参加システム」として

出来る各種運営チームの最初のメンバーにな

りました。やがて「企画運営委員」。社団法人

化で「監事」･「理事」を拝命。いつしか「企

運委」からは抜けましたが、「企運相談役」と

いう肩書きのもと「評議員」もつとめさせて

いただき、揺籃期から現在までの V 協ととも

に５０年の人生を歩んできました。 

V 協の更なる活動をこれからも見守ってい

きたいと思います。 

映像メディアへの挑戦「トライポッド」 

大谷 隆（元協会職員、編集者） 

「映像やりたい」。素朴な欲求が仲間を呼

び、見上げていた大空への期待が機体に高ま

りました。映画監督・神吉良輔氏の加入がエ

ンジンとなり離陸、「パブリックアクセスって

知ってるか」という吐山継彦氏の一言を方向

舵に市民メディアの風を掴んでいきます。作

品表現と組織貢献の間で迷走し低空飛行しつ

つも、震災直後のネット中継、映画祭で物議

を醸した『SHODAN』等、幾筋かの雲を引き

ます。新拠点オープニング映像は、皆でつく

る拠点を軸に ONP 時代の施設管理の苦労に

も光をあて、笑いと拍手に迎えられました。

今は活動を停止。格納庫で眠っています。 

 

ボラ協の酵母とは？ 

西江孝枝（常任運営委員） 

 協会の「参加システム」を考えるときに 

必ず思い出すのが岡本榮一前理事長の「ボラ

協は他の組織と酵母が違う」という言葉で

す。ボランティアや市民活動をとりまく社会

の情勢が変わる中で常任運営委員会でもそ

の時代にあった参加システムの在り方を 

何度も議論しましたが、なかなか明快な答え

が見つかりませんでした。そんな中でこの 

言葉を聞いた時、「ホ～！！なるほど」と納得

したことを覚えています。その酵母たるもの

は何なのか…。とても大切で感覚的には捉え

ることはできても明確に言葉としてはまだ

まだ模索中です。 

「引っ越し」も参加システムで！ 

森本 聡（アソシエーター） 

協会に関わるようになって最初にして 

最大級のイベントが CANVAS 谷町への移転

でした。引っ越し準備から当日の作業まで 

多くのボランティアが力を発揮しただけで

なく、どんな拠点にしたいか議論を積み重ね

た事前ワークショップや、目標（800 万円）

を上回る移転・改装費用を集めた有言実行の

寄付キャンペーンなど、みんなの夢を「参加

システム」で実現してきた協会の伝統と精神

を体感できた貴重な経験となりました。 

引っ越し準備作業に追われる事務局から

の深夜のSOS 発信に応えて ONP に駆けつけ

たのも、今となっては懐かしい思い出です。 
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７．あの手この手、悪戦苦闘 ～財政安定化に向けた５０年 

 

 

 最終章では協会の財政状況の推移について見ていこう。50 年間、協会は実に多くの人々、

企業、助成財団、自治体などから支援を得てきた。また、さまざまな事業収入確保の手立て

を講じ、それらの総合的な結果として、「独立」した運営を維持してきた。 

 そもそも NPO は、企業のように質の良い商品を提供して対価を得る形で自由な経営を進

めるだけでなく、組織のミッションやビジョンに共感する支援者から会費や寄附、補助金・

助成金などの資金的参加、そしてボランティア活動を通じての人的参加を得て、経営するこ

とになる。特に財源について、それぞれの財源の特性と意味を図 7-1に示す。 

外発的財源（変動的）： 大口収入 

 

（運動性）                       （事業性） 

支援性財源                        対価性財源 

＜非課税収入＞                       ＜課税収入＞ 

     

内発的財源（安定的）： 小口収入 

 この多様な財源をバランスよく得ることが大切なわけだが、協会はいずれかの財源に偏ること

なく（特定の財源だけに頼ることができず）、あの手この手で資金確保に苦闘してきた。以下は、

その悪戦苦闘の記録でもある。 

 

（１） ５０年間の収支バランス 

 50 年間の「実質収支」の推移を次ページの図 7-2に示す。ここで「実質収入」とは、前年

度からの繰越金や積立金などの取り崩し、それに大阪 NPO プラザの家賃補助金を除いた当

該年度に実質的に得た収入であり、「実質支出」とは、次年度への繰越金や積立金への繰出し、

それに大阪 NPO プラザの家賃を除いた、その年度に必要だった支出である。協会の収支バラ

ンスはなかなか安定せず、多額の剰余金の発生した年もあるものの、1996 年度、2010 年度

には多額の単年度赤字が発生している。 

 また、それぞれの内訳の推移を図 7-3、図 7-4に示す。1982 年度から「大阪ボランティア

協会活動振興基金」の募金が始まり、巨額の寄附が寄せられ、99 年度まではかなりの規模の

利息収入もあった。しかし、その後は急激な金利低下で、基金の果実は大きく減少している。  

①会費（寄附金) 

③補助金･助成金 

 

④受託事業収入 

②自主事業収入 

 利用志向（消費者） 参加志向（創造者） 

図 7-1 ＮＰＯの収入分析 
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図7-2 実質収支の推移（単位:千円）
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千

図7-3 実質収入の内訳（単位:千円）

財産収入 会費収入 寄附金収入
民間助成金収入 行政補助金収入 行政受託収入
民間受託収入 講師派遣受託収入 事業収入（0NP補助金を除く）
基金指定寄付金 その他の収入
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図7-4 実質支出の推移（単位:千円）

人件費・需用費 総務人件費 事業人件費 緊急雇用人件費

管理費 事業費 基金指定寄付金支出 その他
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 さらに図 7-3、7-4 の収支内訳の推移を見ると、阪神・淡路大震災が起こり現地で災害ボラ

ンティアセンター「被災地の人々を応援する市民の会」を開設した 1994、95 年度、東日本大

震災の発災に対してコーディネーターの派遣やボランティアバスなどの運営を行った 2011

年度、それに CANVAS 谷町の開設にあたり拠点整備費の募金を行った 2012 年度に、それぞ

れ多額の寄付をいただいていることや、2000 年代になって NPO 推進関係を中心に大型の委

託事業を受託し、事業に関わる人件費や事業費が大きく伸びていたことが分かる。 

 一方、基金に対する寄附金を除く収入を内訳別の構成比率で見ると図 7-5になる。1981 年

度から 95 年度まで、会費、寄附金、補助金、助成金、それに寄附によって生まれた基金の利

息収入…という「支援系財源」が収入のほぼ 6 割（84 年度から 86 年度は 7 割）に達してい

た。しかし、その後、これらの収入が総じて減少するなか、受託収入や事業収入などの「対価

系財源」拡大に励み、近年は支援系財源が 3 割に達せず、対価系財源で事業を維持する状況

となっている。もっともこれは決して望ましい状況ではない。「支援系財源」の拡大にも一層、

努力したい（なお事業収入には、支援系財源でもある「バザー収入」も含まれている）。 
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図7-5 収入の構成比率の推移

財産収入 会費収入 寄附金収入
民間助成金収入 行政補助金収入 行政受託収入
民間受託収入 講師派遣受託収入 事業収入（0NP補助金を除く）
その他の収入
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（２） 会費の推移 

 協会は、現在、財団法人型の法人である社会福祉法人だが、「協会」という名称をかかげ、

また 1969 年に法人化した際には社団法人として出発したように、会員を組織の基盤として

きた団体である。その会員から納めていただいた会費の推移を図 7-6に示す。 

 企業市民活動推進センターに対する日本生命財団の助成が終了した 1994 年度を前に、リ

ンクアップフォーラムの幹事企業を中心に会費の増額を得たことや阪神・淡路大震災時に「市

民の会」に参加した企業が新たに団体賛助会員に入会したこともあり、1996 年度の団体賛助

会費は 1,121 万円に達した。その後、企業の合併や東京移転などの影響もあり、徐々に減少

しており、2014 年度には 512 万円になっている。 

 一方、個人会費は 1994 年度をピークに、何度かの新規会員入会キャンペーンで盛り返す年

もあるものの、会員の高齢化の影響もあり、徐々に減少している。ただし、協会との協働関

係を結ぶ市民活動団体のパートナー登録料は増加傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 晧養社のご支援と、大阪ボランティア協会活動振興基金、日生特別募金 

 協会は 50年間に 3億 9,447万円もの寄附金と 4億 2,466万円もの民間助成金を得てきた。

なかでも一般財団法人 晧養社からは 1971 年度以降 44 年間にわたって多額のご支援をいた

だき、その総額は少なくとも 1 億 1,750 万円を超えている。深く感謝の意を表したい。 

 また、協会創立時からの財政的支柱であった川村一郎初代常務理事が 1981 年 5 月に逝去

された直後の会員総会で、川村元常務と大学時代を共にした濱田勝巳氏（当時、日本生命専

務取締役）を常務理事に迎え、翌年、会長に就任いただいた。さらに 1981 年 10 月から日本

生命から財政基盤確立のために 2 人の日生職員を派遣いただき、年度末の理事会で「協会活

動振興基金」の設置が決議された。82 年からは日本生命の呼びかけで在阪企業から基金への

寄附を得、また個人会員などにも寄附を呼びかけ。協会本会計からの繰入金も含め、83 年度

末には 1 億円を突破した。さらに 1996 年度には創立 30 周年を記念した募金が実施されたこ 

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

65 67 69 71 73 75 77 79 81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09 11 13

図7-6 会費の推移(単位:千円)

正会員 個人賛助会費 個人会費 団体賛助会費 グループ・ＮＰＯ登録料 会費内訳不明
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とから、基金総額は 2 億円

を超えた。基金は右表のよ

うな形で創設されている。 

 図 7-7 に基金の積立額と

利息収入の推移を示す。近年の低金利で基金の果実（利息）は減少しているものの、協会の

重要な財政基盤であることには変わりはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、1982 年度から 99 年度まで、日本生命大阪本社と管内の支社に勤務する役職員の方々

が年末特別募金を実施され、その総額は 18年間で約 7,381万円に達した。今も賛助企業会員

の中核である日本生命と関連企業の方々には、深く感謝の意を表したい。 

 

（４） 事業収入の推移 

 特に 1990 年代後半から支援系財源が少しずつ減少するなか、第 3 章で報告した自治体か

らの委託事業の受託（p41。図 3-6）や、第 4 章で報告した企業等からの研究委託（p56。図

4-5）、さらに第 5 章で報告した企業市民活動推進センターでの事業受託（p67。図 5-6）など、

各部門でシンクタンク機能を活かした受託事業に取り組んだ。これに加えて、自主的な事業

収入の拡大にも努めてきた。そこで最後に「講座」「バザー」「出版」「情報誌」という主要な

個人、NPOからの募金 676名、31団体 2,454万 3,000円 

企業などからの募金 72社 1億 4,425万 5,000円 

協会事業資金から繰入  3,350万 2,000円 

合  計 2億 0,230万 0,000円 
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図7-7 協会活動振興基金と利息収入の推移
(単位:千円。左:基金。右:利息)

企業寄付 個人寄付 本会計繰入金 前年度繰越金 利息収入
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自主事業収入と、実際上、請負型という点で自主性の強い事業である「講師派遣」収入の推

移を図 7-8 に示す。なお、教育事業収入にはフィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォー

ラム分も含んでおり、バザー収入には一部、「その他の収入」も合算されている年度がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 早い時点で一定の“売上”があった出版物販売に比べ、月刊ボランティアは長く印刷費も

カバーできなかったが、90 年代以降、一定の販売収入が得られるようになった。一方、講師

派遣事業は急速に拡大したが、人気講師だった職員が大学教員に転出するなどの事情もあり、

「新しい公共支援事業」のあった 2011、12 年度に一旦増加したものの、減少傾向にある。 

 図 7-5 のここ数年の状況が示すように、支援系財源と自主的事業収入の減少を、受託事業

の拡大でカバーする努力が続いている。悪戦苦闘は、今後も続きそうだ。  
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図7-8 主要な自主事業収入の推移（単位:千円）

教育事業収入 バザー収入 出版物販売収入
月ボラ/ウォロ販売収入 講師派遣収入
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財政基盤の強化に関わった方々からのメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「まず、やってみる」 

寺﨑敏行（元バザーチームチーフ） 

大学二年生になる春に同級生の友人の勧め

で関わったのが事の始まり。予備知識なしに、

何のためらいもなく協会事業を担うメンバー

に。まるでクラブ活動に参加する感覚であっ

たような気がします。そして高校生チームを

経てバザーチームに。そんな自分は、しっか

りと役割を果していたわけではないですが、

様々な人々と出会い、関わるなかで、少し  

ずつ意識が変化してきたことを感じていまし

た。 

 今思えば、あれこれと難しく考えなかった

ことが関わりを持てた要因かも。 

まず「行動」が大事かなと思っています。 

協会に再び関われる幸せを感じています 

関口義弘（大阪ボランティア協会 参与） 

 日本生命から「大阪ボラ協」へ出向し「理事

財務部長」という要職を頂いた。主な仕事は

２億円の基金の運用管理と日本生命の大阪 

管内支社支部の職員への募金集めと賛助企業

への訪問依頼でした。日本生命各支部の職員

の皆様が快く募金に協力して下さったことが

一番印象に残っています。日本生命を定年 

退職後、裁判所に勤務した後、宝塚市役所に

非常勤で勤務している時にボラ協が移転する

ので５万円寄付したことがきっかけとなり 

再び協会に関わることになりました。民間 

企業、国家公務員、地方公務員を経験して  

最後にたどり着いたのが大阪ボラ協でした。 

 

講師派遣調整、募金、会費事務に携わって 

河村奈美子（元日生派遣職員） 

 協会を支える個々の積み重ねが大きな支

援となることを実感しました。ボランティア

活動が普及してない時代に参与の方が事業

報告＆会費の依頼後、協会で四方山話にひと

時を過ごす老紳士はボランティア活動の 

先駆者でした。各課を回りご厚意にふれた 

日生募金共々懐かしい思い出です。 

 長期に協会をご支援くださる方々、心温ま

る人々との出会いも素晴らしい財産です。 

 早瀬局長の講師派遣は「ボランティア活動

は恋愛に似ている」の講演が説得力、ユーモ

アあり好評で依頼殺到。健康を案じる程でし

た。ボランティア活動の種を沢山まき、今が

あります。 

 

互いに信頼し合う社会づくりとしての募金 

早瀬 昇（大阪ボランティア協会 常務理事） 

「我々は寄付に頼らず、事業収入でやってい

く」と言われる NPO があります。私も事業

収入は大切だと思います。しかし NPO に寄

付が寄せられるのは、寄付者から信用されて

いるからです。そう考えると、「寄付に頼らな

い」と宣言することは「社会を信じない」と

言っているようで、僕は嫌なんです。逆に、

社会を信用することから始まるのが寄付集

めです。寄付募集は、互いに信頼し合う社会

づくりを進めることでもあると思うのです。 

 鵜尾雅隆・日本ファンドレイジング協会代

表理事の言葉です。こんないい言葉に出会え

るのが市民活動の醍醐味の一つですね。 
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